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組織と法人制度
現代企業の基本構造と特質
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平成 +/年 3月 ++日受付平成 +0年 -月 +2日受理
要約 : 本研究は 現代企業の基本構造とその特質について それを構成する基本要素である組織と法人制度
の理論的な分析検討を通して明らかにした 組織と法人制度を同時に同一の視点で論じるという学際的な
手法は必ずしも一般的手法とは言えないが しかし そのことにより現代企業の特質の一端を把握すること
ができた すなわち 近代化と産業化により促進された資本主義経済のもとで 現代企業は組織と法人制度
を有機的に結合させ合理性と効率性を追求し規模拡大を進めていった しかしながら 一方で企業規模の拡
大は様な社会的問題を惹起しており 組織と法人制度の本質をふまえ 社会的視点に立脚した新たな現代
企業の意義づけが求められる
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 序 説
我が物事をなすにあたって それを個人で単独に行う
よりは組織を利用 use of organization することが有益
であるということは 今日では一般的に認められた事実で
ある ここに組織とは これまで多くの研究者により定義
されてきているが ここでは村上泰亮公文俊平教授の定
義に従い 目的を共有しその目的達成のために意識的に
相互の行動調整を行いつつあるような複数個人の連結体
村上公文 +31. +31 としたい+ この定義に示される
ように 組織とは一定の目的達成のために構成された人間
集団であり 他の人間集団と組織とを区別する標準は組織
のもつ目的指向性にあると言える 角野 +332 +, そし
て 組織は その目的の共通性故に組織構成員の一体
性同質性が強化されるために必然的に大規模化を志向
し 更に 大規模化を達成するために分業 division of
labourに基づく協業化 cooperationとそれにともなう
各役割の専門化 specialization 専門職化 profession-
alizaitionが促進されまた 認識体系の発展拡大に
ともない情報処理能力を高め 組織の能力を向上させるこ
とができる 村上公文 +31. +32,**- その結果 組
織は個人 individual よりもより完全なものとして機能
し得ることができるのである
ところで このような組織を利用することの重要性は
個人の無力さと対比させながら組織の具体的一例である国
家 ポリス 形成の意義について論じた古代ギリシャの哲
学者プラトン PLATOの著書 	プロタゴラス
においてす
でに見られる PLATO -33. B.C ? 訳書 ./. しかし 企
業経営において組織を利用することの重要性が理論的に明
確に認識されたのはそれほど古いことではなく 	経済学
原理
 の中でのマシャル MARSHALL, Alfred の指摘が
その端緒と言える MARSHALL +23*訳書 2+すなわち
彼はここで土地労働資本に続く第 .の生産要素として
組織のもつ重要性をあげるとともに スミス SMITH,
Adam の分業論等の検討を通じて組織化の理論展開を進
めた MARSHALL +23* 訳書 2, ,+0以下 しかし そ
の後 彼のこのような組織に関する重要な指摘は 積極的
な問題意識として十分に展開されたわけではなかった 角
野 +330 -,/ すなわち 組織管理を巡る問題とそれを
行う企業者 entrepreneurや企業家精神 entrepreneur-
ship の役割が十全に認識されるには ,*世紀まで待たね
ばならなかったのである
一方 組織の利用により企業の運営が効率的に行われる
ためには 組織を制度の面から支えているもう一つの基本
的な枠組みである法人judicial person, legal person, cor-
porate person 制度が整備される必要があった0 法人制
度の淵源は これをロマ法にたどることができる1が
ロマ法においては個人法主義的な思考が強く 基本的に
国家とロマ市民たる自然人との間に法人概念を築き上げ
る緊急の必要性がなかったこともあり そこにおける法人
の実体は必然的に公法人を中心とするものでしかなかった
井上 +3-+ ,-,. 原田 +3// 01 SAVIGNY +2.* 訳
書 ,+/,+02
ところで 法人制度の本質については 民法学において
法人理論 法人学説3が展開され 今日では法人実在説が
通説となっている 於母 +330 2+ 遠藤ほか編集 +330
0001等参照 ものの 法人理論の意義を認識しつつもこ
のような観念的な理論づけの意義そのものが疑問視され忌
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避される傾向にあり+* むしろ法人制度そのものは団体の
権利義務関係を明確にするための法技術に過ぎないとする
考え方が有力である++ そして このような認識のもと法
人制度は 組織のもつ効率性を経済社会において発揮する
システムである企業組織制度を支える法技術として会社制
度を生み出す基礎となった+, 会社制度の起源については
議論の分かれるところであるが 一般にはその起源を中世
の地中海貿易における船舶共有ないし中世の商業における
当座組合であるソキエタスsocietasとコンメンダcom-
menda に求める説が有力である+- そして これらの会
社制度のうちコンメンダは 合資会社の先駆的形態である
アコマンディタ accomandita と匿名組合の先駆的形態
であるパルティキパティオ participatio に発展し 更に
合資会社は出資者の増大とともに機関を分化しまた出資者
全員の有限責任 limited liabilityを認める最高次の組織
の利用形態である株式会社制度へと展開していった 鴻
北沢編 +31. 1, 蓮井良憲執筆 参照
このように 組織が企業者ないし企業家精神の発現に基
づく管理技法の発展によりその合理性と効率性を高めるの
と同時に 国家において私法上の制度として私権の延長上
に許容された法人制度は 有限責任制度と結合して株式会
社制度を生み出し 資本調達の面から組織の合理性と効率
性を一層高めるものとなった+. もっともこのような組織
と法人制度の最高次の結合関係により生み出された株式会
社制度が 資本集中ないし独占企業体として近代社会にお
ける一つの病巣として指摘されたことを否定することはで
きないが+/ しかしそのことは株式会社制度の存在そのも
のを本質的に否定するものとはならなかった+0
本稿では 以上のような基本的理解を前提とした上で
従来より主として経営学の立場で論じられてきた組織と同
じく主として法律学の立場で論じられてきた法人制度につ
いて 広く経済学 会計学 社会学等の知見も取り入れな
がら それらの延長上にある現代企業という共通の視点に
立って それらのもつ機能について理論的な分析検討を
試みる そして そのことにより それらを基盤として成
立している現代企業の基本構造とその特質の一端を明確に
することを目的としたい
 企業経営と組織
+ 家族と組織機能分化と組織形成
序説においてもふれたように 企業経営を行うにあたっ
て組織化ないし組織を利用することが有利であるというこ
とは 一般的に理解されていることであるが そもそも社
会の発展過程の中で組織化という現象はどのように認識さ
れてきたのであろうか 例えば 経済史の教えるところに
よれば 少なくとも工業生産について見れば その発展過
程は手工業 handcraft生産に基づく家内工業問屋制家
内工業から工場制手工業 manufacture : マニュファク
チュア へと展開し 工場制機械工業ないし機械制大工
業 factory system へと発展するとされる+1 この過程
において 組織化の萌芽が見られるのは言うまでもなくマ
ニュファクチュア段階である すなわち 手工業に基づ
く 分業の協業化 による工場生産の形成過程において組
織形成の萌芽を見ることができるのである SMITH +110
訳書第 +分冊 +3/3 +** MARX +201 訳書 /2/参照
もっとも このような視点は資本主義的生産手法ないし生
産様式の史的展開過程において企業経営の組織化という経
済上の現象を捉えたものであり この点については次項以
降において詳しくふれることにして 本項ではその前提で
ある社会の発展過程すなわち社会構造変動過程ないし近代
化産業化過程に視点をおいて 組織一般の形成過程につ
いて検討を試みる+2
社会構造変動という視点からいち早く社会の分析を試み
たのはスペンサ SPENCER, Hervertであった彼は周
知のように進化論的な思考を社会構造変動の分析に適用
し 独自の社会進化論 Social Evolution を展開した+3
彼の社会進化論は 適者生存の原理 the principle of sur-
vival of the ﬁttestを基礎に社会を生物のように有機体
organism として捉え 社会有機体 social organism
つつ 自由放任的な個人主義の立場を前提として成立する
ものであった 清水 +32* -0-1参照,* そして 我
は彼の社会進化論の中に組織形成のメカニズムの理論的説
明の端緒を見いだすことができるのである すなわち 彼
の社会進化論における基本的概念は 進化 evolution
development and growth 概念である,+が 彼は進化の
度合いは 単純社会からより複合的な社会へ the trans-
formation of the simple society into the complex socie-
tyすなわち 軍事型社会から産業型社会へ the trans-
formation of the militant type into industrial type 向
かうという命題を導き出した,, この命題の帰結は 恰も
細胞がその成長とともに器官 organ を分化させる過程
と等しく 社会は成長し それにともないより複雑に機能
分化をする	すなわち 社会的分業を促進する	というこ
とであった このことは 進化が 同質性から異質性へ
the transformation of the homogeneous into the heter-
ogeneous という方向で進むのと同じく 同質的社会か
ら異質的社会へ という方向で社会が進化することを示し
ている SPENCER +2/1訳書 .-1彼の研究は社会進化
の過程に視点をおいて社会構造変動の分析を行うことに主
眼をおいていたため そこから直截に組織化の現象を見い
だすことはできないが しかしながら 社会進化の過程は
社会における機能分化のプロセスとも言えるのであり
我はそこに組織化の現象を見いだすことができるのであ
る
テンニエス TO»NNIES, Fredinand もまた独自の視点で
社会構造変動の分析を試みていた 周知のように 彼は

ゲマインシャフトとゲゼルシャフト	純粋社会学の基本
概念	 において 社会の類型化とともに近代社会の特色
を分析した 彼は人間の意志を本質意志 Wesenwille と
選択意志 Ku¨rwille に二分し 本質意志により生み出さ
れる社会をゲマインシャフト Gemeinschaft 選択意志
により生み出される社会をゲゼルシャフト Gesellschaft
として関連づけた TO»NNIES +221 訳書上巻 +0.以下,-
ここにゲマインシャフトは了解 Versta¨ndnis と一体性
木原18
Eintrachtという社会意志 soziale Willenに基づいて
成立する社会をいい ゲゼルシャフトは契約 Vertrag od.
Kontrakt と協約 Konvention という社会意志に基づ
いて成立する社会を言う TO»NNIES +221 訳書上巻巻末
概念一覧表 訳書下巻 ,*2,*3参照 そして ゲマイン
シャフトが家族関係 Haus od. Familie や村落関係
Drof を中心とする社会であり また経済的には家内経
済 Hauswirtschaftや農業 Ackerbauを中心とする社
会であるのに対して ゲゼルシャフトは大都市型 Gross-
stadt の社会で 経済的には商業 Handel や工業 In-
dustrie を中心とする社会であり それは商品貨幣経済に
基礎をおく債権中心の契約社会であった TO»NNIES +221
訳書上巻巻末 概念一覧表 訳書下巻 ,*2,*3参照,.
彼はゲマインシャフトを資本主義成立以前の伝統的な社
会 ゲゼルシャフトを資本主義成立以降の近代社会と捉え
た上で 近代化の過程で社会は ゲマインシャフトからゲ
ゼルシャフトへ と変質するとしたのであった,/ そのこ
とは 具体的に見れば 近代化は家族関係 家族集団 や
村落関係 村落集団 を解体させ 同時に企業や市場と
いったゲゼルシャフトを発展させることになるということ
を意味していた,0 我はこのような彼の考え方の中に
また組織化ないし組織形成の端緒を見いだすことができる
のである
デュルケム DURKHEIM, Emileもまた 社会分業論	高
度社会の組織に関する研究	
 の中で 社会構造の変動に
ついて独自の視点で分析したのであった,1 周知のよう
に 彼は スミス SMITH, Adam によって経済現象の分
析に用いられた分業 division of labour の考え方を社会
構造変動の分析に援用し 社会の連帯組織もしくは統合原
理について論じた DURKHEIM +23-訳書上巻 2+2, 23
3+,2 すなわち 彼は社会の連帯組織を機械的連帯 soli-
darite´ me´canique によるものと有機的連帯 solidarite´
organique によるものに二分し 機械的連帯は前近代的
な社会に見られるもので そこでは血縁や地縁 伝統に基
礎をおく氏族の連結が統合原理になっており それは類似
性に基づく同質的な連帯であるとした DURKHEIM +23-
訳書上巻 +,1以下これに対して有機的連帯は近代社会
を特徴づけるものであり それは血縁や地縁 伝統から解
放された自由な個人を前提とした差異性に基づく異質者間
の相互依存的な連帯であるとした DURKHEIM +23- 訳書
上巻 +23以下 彼によれば有機的連帯は異質者間の相互
依存的連帯であるためにそれは専門化 specialisation
された社会的分業に支えられた連帯となるのであった
DURKHEIM +23- 訳書下巻 ,0/ 従って 彼の説く有機
的連帯に基づく社会はまさに近代産業社会であり それは
また社会的分業に基づき専門化された諸活動が組織化され
る過程であったと見ることができる そして 彼は社会的
分業の進展とともに社会は 機械的連帯から有機的連帯
へ と変化すると論じたのであった DURKHEIM +23- 訳
書上巻 ,..以下このように彼は近代産業社会の成立を
社会的分業に基づく有機的連帯として捉えたのであるが
それはまた視点を換えれば 社会の機能分化に基づく有目
的的組織の成立により成し遂げられると見ることができる
のである
デュルケムとほぼ同時期にドイツではジンメルSIMMEL,
Georg が 社会分化論	社会学的心理学的研究	
 を
著し 独自に社会構造変動の分析を行った 彼は これま
でにふれたスペンサ テンニエス デュルケムが社会発
展の歴史的法則性を見いだそうとしたのに対して そのよ
うな法則性の発見を放棄し 社会のもつ機能	すなわち個
人の独立と個性の発達に基づく相互関係	に注目し 個人
間の相互関係の諸形態がどのような法則性をもっているか
を問題とした SIMMEL +23*訳書 +,+-,3そして 集
団の拡大と個性の発展 という視点から 集団内部の同質
性と集団相互間の同質性とが逆相関の関係で変化すること
を論じたのであった SIMMEL +23* 訳書 /*以下 なお
尾高 +32* .../居安 ,*** -*-.碓井ほか編 ,***
-*+参照 すなわち 彼によれば 前近代社会では集団の
規模は小さくその成員は同質的であったが 個の集団は
異質的で明瞭な個性を有していた しかし 分化 Differ-
enzierung が進展すると集団内において個人の個性化が
進み やがて類似の地位や役割をもったものが相互に結合
し より大きな新たな集団の形成を見ることができる
SIMMEL +23* 訳書 /*以下 なお 尾高 +32* .. 居
安 ,*** -*-+ 碓井ほか編 ,*** -*+参照 また 彼
は 社会圏の交錯 Kreuzung という視点から 前近代
社会では 個人は封建的な社会圏	出自や住居の近さなど
の血縁地縁	により結合し集団をつくるが 近代社会で
は 個人は近代的な社会圏	個人としての特質 傾向 関
心 活動様式等の類似性	に基づき 目的や機能において
多様かつ多元的な諸集団の各に部分的に所属 分属 す
るとした SIMMEL +23* 訳書 ++*以下 なお 尾高
+32* .0.1 居安 ,*** -3.- 碓井ほか編 ,*** -*+
参照そして進化した社会では未分化の社会よりも多く
の機能が同時に行われるために 様な力が節約されると
いう 分化と力の節約の原理 を説いた SIMMEL +23*
訳書 +,1以下 なお 尾高 +32* .1 居安 ,*** .-.0
参照 このように 彼は独自の視点から 個人間の相互
関係の諸形態を分化という視点で分析し 集団内における
専門分化と諸個人の個性分化を基準にして社会構造変動な
いし近代化を定義づけようとしたのであった 従って 彼
の社会分化論においても 近代化の基礎は基本的に集団の
機能分化に基づく目的集団ないし目的組織の形成にあった
と言える
これまで述べてきたスペンサ テンニエス デュルケ
ム ジンメルの考え方を更に発展昇華させ 社会構造変
動の要因を機能分化に求め かかる視点から組織の形成に
ついて論じたのはヴェバ WEVER, Max であった-*
彼は 西洋経済社会の近代化を資本主義化-+として捉え
これを分析した その具体的な考え方は 前近代的な伝統
的支配-,に基づく家父長制的な大家族の解体にともない
家族機能が分化した結果 組織が分離形成され それが
資本制生産の成立発展あるいは近代化産業化を特徴づ
けることになるとするものであった-- すなわち 彼は家
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父長制的な大家族を家共同体 Hausgemeinschaft とし
て認識するとともに それを経済共同体 Wirtschaft-
sgemeinschaft の一類型としても認識しており 家共同
体は自立的な存在であり そこは生産と消費 あるいは文
化的社会的な諸活動が完結的に行われている場であっ
た 彼はこのような家共同体の解体過程の中に近代化産
業化の展開要因を見いだし その解体は内的動因と外的動
因の二方向からもたらされると分析した WEVER +3,,
厚東訳 +313 /2.以下 内的動因としては 経済手段の
量的増大と結びついて 能力と欲求の分化の展開のもたら
す作用をあげ WEVER +3,, 厚東訳 +313 /2. 外的
動因としては 個人の担税力を集約的に搾取しようとす
る国庫的利害関心のような競合する社会形象の干渉をあげ
た WEVER +3,, 厚東訳 +313 /2. そして 彼は
このような家共同体の解体過程近代化過程を促進するも
のが合理性であるとしたが それは形式的合理性と実質的
合理性に分かれ 両者のアンチノミ 二律背反 の中か
ら形式的合理性が貫徹されてくる過程こそが近代化の過程
であるとしたのであった 友枝 +32+b +0+参照 彼に
よれば この形式的合理性にかなうものが官僚制的支配で
あり また複式簿記の制度であり それを支える合理的精
神こそが 世界の呪術からの解放 Entzauberung der
Welt	 としてのカルバニズムの精神資本主義の精神な
のであった-. 以上のように 彼は近代化産業化の基礎
を機能分化に基づく組織化ないし組織形成に求めたので
あったが それは具体的には家父長制的な大家族の解体と
そこから新たに生じた機能集団である資本主義型企業が分
化することによってもたらされるとするものであった
わが国においても 上述の研究者達の知見の理解のも
と 高田保馬教授が社会構造変動を機能分化に基づく組織
の分離形成という視点から分析し 独自の近代化論を展
開した-/ 彼の社会構造変動ないし近代化の基本的な考え
方は 基礎社会から派生社会へ	 共同社会から利益社会
へ	 というものであった 高田 +31+ +0-以下 なお 友
枝 +32+b +0,参照 すなわち 彼は社会発展の方向性
を 0つの法則に基づき分析し 高田 +31+ 第 /章 第 0
章 基礎社会拡大縮小の法則では 社会発展にともな
い大社会 国家 は拡大するが 小社会 家族 は縮小す
ることを定式化し 高田 +31+ ,-,,-1 中間社会消
失の法則では 近代社会が国家により直接統治されること
を背景として村社会のような中間社会が消失していくこと
を定式化し 高田 +31+ ,-1,.* 基礎社会衰耗の法
則では 派生社会が支配的になることとともに基礎社会の
弱化を定式化し 高田 +31+ ,.*,/+ 派生社会分散
の法則では 派生社会の数が増大することを定式化し 高
田 +31+ ,/-,/1 社会的錯綜の法則では 派生社会
が交差し高度に複雑な社会構造が生じてくることを定式化
し 高田 +31+ ,/1,0+ 利益社会化の法則では 派
生社会が支配的になることを社会関係が利益の共通性に基
づいて行われることと捉え テンニエスの概念を援用しこ
れを定式化した 高田 +31+ ,0+,00 そして 以上の
ような社会発展の方向性をもたらす要因を 利益社会化
理知化 世界化の三方面に求め 高田 +31+ ,03,2*
それを受けて独自の社会中心史観 第三史観 を展開した
高田 +31+ ,21,3- 以上のような彼の考え方の基礎に
は 基礎社会から派生社会への機能分化の結果 組織が形
成されることが意図されているのであり 組織化ないし組
織形成が社会構造変動 近代化 の重要な要素として認
識されていると考えることができる
パソンズ PARSONS, Talcottもまた社会構造変動に
ついて独自の視点で論じた 彼の基本的な接近方法は 独
自の社会進化論に基づき近代社会成立の歴史的意義を明確
化するとともに 構造
機能分析に基づく社会システム論
によってそのメカニズムの解明を試みようとするもので
あった-0 彼は 社会システムの進化を一般適応能力
general adaptive capacity の上昇という点から捉え
独自のAGIL図式の .機能に関連させ 適応的上昇 
分化 包摂 価値パタンの一般化の四つをその方向
性として対応させた PARSONS +300訳書 -+-/-1そし
て 社会は原始社会中間社会近代社会へと発展すると
し その発展要因を進化的普遍態 evolutionary univer-
salsに求めたのであった PARSONS+300訳書 -2.+-2
彼によれば 進化的普遍態の出現した社会では一般的適応
能力が増大し 社会成層 文化的正当化 貨幣と市場の複
合体 官僚制組織 民主的結社 一般化された普遍的規範
の出現が見られるとされ このうち社会成層と文化的正当
化は原始社会から中間社会への発展過程に見られ 貨幣と
市場の複合体 官僚制組織 民主的結社 一般化された普
遍的規範は中間社会から近代社会への発展過程に見られる
とした 友枝 +32+b +.0参照 これらの近代化の進化
的普遍態は更に彼の考える近代化の諸側面である産業革命
industrial revolution民主革命democratic revolu-
tion 教育革命 educational revolution に関連するの
であった 友枝 +32+b +1*参照 彼によれば 産業革
命は +2世紀後半のイギリスに典型的に見られたものであ
るが それは家計と工場の分離をもたらすと同時に専門化
に基づき分離された職業構造を創出するものとされ 近代
化初期にその意義を発揮するのであるが それはまた貨幣
と市場の複合体として認識される経済と官僚制組織として
認識される政治体の変動にも関係するのであった 友枝
+32+b +1*+1+参照 また 民主革命はフランス革命に
典型的に見られるものであり それは自由権や参政権のよ
うな初期の市民権の確保と現代的権利である社会権の確保
に深く関わっており 産業革命と同じく近代化初期にその
意義を発揮するのであるが それはまた産業革命と同じく
政治体と民主的結社として認識される社会的共同体の変動
にも関係するものであった 友枝 +32+b +1*+1+参照
教育革命は 経験的知識の増大 すなわち彼の言う認知的
合理性 recognitive rationality の進展に関わるもので
あり 社会的共同体とパタン維持の変動に関係するもの
であった 友枝 +32+b +1*+1+参照 このような彼の
社会構造変動過程ないし近代化過程においては 経済的側
面から見れば家計から分離された組織 企業 が意図され
ており また政治的側面においても民主的結社としての組
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織の必要性が認識されている PARSONS +3/+ 訳書 +/3
,*/ PARSONS and SMELDER +3/0訳書1,2*そして
彼の重視した教育の側面においても教育と学術研究の制度
化としての組織の意義が認識されていたと考えることがで
きる 従って 彼の社会構造変動論の中にも 機能分化に
基づく組織の形成が大きな意味合いをもっていると考えら
れる
パソンズに続く新世代の研究者であるルマン
LUHMANN, Niklasもまた 社会進化論的な視点から社会
構造変動について論じている 彼は 社会構造変動の具体
的発現である社会進化を環境の複雑性Komplexitatの縮
減と捉え-3 それは変異 Variation 選択 Selection
安定化 Stabilisierung の -つのメカニズムにより構成
されているとした 友枝 +32+ a +.1参照 彼によれば
社会進化すなわち環境の複雑性の縮減はこの -つのメカニ
ズムのそれぞれの機能が分化することによりもたらされ
この機能分化にともない社会システムの構造分化が起こ
り 複雑性が増大するとしている 友枝 +32+ a +.1参
照 そして 彼は社会の発展過程を古代社会 高度文化社
会 近代社会に区分し 古代社会では環節的分化 高度文
化社会では階層的分化 近代社会では機能的分化が それ
ぞれ社会システムの複雑性を縮減する安定化メカニズムと
して優勢であるとするが それぞれの安定化メカニズムが
時代により異なるのは変異メカニズム 選択メカニズムが
異なっているからであるとした 友枝 +32+ a +.2参照
このような彼の社会構造変動論ないし近代化論の展開にお
いても 特に近代社会を区分する標準が機能分化に求めら
れており そこには有目的的組織の形成が必要であること
を類推できる 従って 彼においても社会構造変動近代
化のプロセスにおいて 機能分化にともなう組織化ないし
組織形成が大きな意味をもっていると考えられる
以上のような諸学説の理解をふまえて 富永健一教授
は 近代化産業化という視点から 社会構造変動の最も
基本的な特性を機能分化に求めた理論を展開している 富
永 +330 33.* すなわち ここに機能分化とは それま
で融合していた異質の機能が分離することであり それは
労働分割 division of labour, Arbeitsteilung つまり分
業にほかならないのであり 分割されたあるいは分業化さ
れた異質な労働が個に独立の社会集団を形成すれば そ
こに構造的要素の分化すなわち構造分化を生じる 富永
+330 33 彼は このような機能分化ないし構造分化の
中で最も注意を要するのは家族と組織との分離であるとし
富永 +330 33 近代産業の進展は家族が経営機能を喪
失し消費生活単位として純化される過程であるとともに
富永 +330 +** それは逆の視点から見れば雇用社会
エンプロイ社会 成立過程であるとした 富永 +330
+*- そして 構造的に分離した家族と組織 企業 の相
互依存関係を媒介するのが市場である 富永 +330 +*.
ここに彼の言う家族と組織との分離とは 経済学的表現を
すれば家計と経営の分離ということを意味しており 家計
から分離した経営機能を支えるのが組織である そして
つけ加えれば 組織の家計からの独立性を支えるものが
ヴェバの主張する複式簿記の技術であり また会計制
度である
このように見てくると 組織化ないし組織形成は 社会
構造変動 特に近代化産業化の展開課程において 具体
的には家族からの機能分化の結果 それぞれの機能が目的
純化されてできあがった社会的な単位であると捉えること
ができる すなわち ヴェバに従えば 組織は形式的
合理性あるいは目的合理性を追求するものであり 本来家
族がもつ非合理的性格と相容れるものではないのである
従ってすでに序説でもふれたように 組織は必然的に目的
合理的でなくてはならず 明確な組織目的のもと 後述す
る分業化 協業化 専門化に支えられて 組織化の本来の
効率性を得るべく組織の規模と範囲を拡大するのである
そして 我は 一般に組織化を考える場合 本項でふれ
たような事項についての認識を前提としていなければ 組
織のもつ合理性と効率性の意味を理解することができない
であろう
, 組織と分業生産性の向上と専門化協業化の展開
前項で見たように 組織は近代化産業化という社会構
造変動過程における機能分化に基づく家族と組織との分離
現象ないし家計と経営との分離現象に基づき形成されてき
たと考えることができ それは近代産業社会を支える有目
的的な特定の機能集団として存在している 本項では こ
のような機能集団である組織 特に企業組織の内部に焦点
を当て その合理性と効率性を生産性の向上という観点か
ら分業をキワドにして検討する
資本主義企業における分業のもつ意義を初めて論じたの
は周知のようにスミス SMITH, Adam であった.+ 彼は
諸国民の富	の中でピン工場の事例をあげ分業のもつ効
率性を説明した SMITH +110訳書第 +分冊 +**+*+彼
の経済学は 重商主義的経済政策を批判し 価値国富の
源泉を諸国民の労働に求めたのであるが 彼によれば分業
こそが労働の生産諸力を増進させ ひいては国富の増大に
つながるものであった SMITH +110 訳書第 +分冊 32
すなわち彼は分業が生産諸力を増進させる要因として 職
人の技巧の増進 時間の節約 機械の発明をあげ その効
率性を説明した SMITH +110訳書第 +分冊 +*/++*こ
こに掲げられた諸要因は言うまでもなく生産の専門化を引
き出すものであり 個の生産過程における諸部分の労働
の専門化があって初めて分業はその効率性を引き出すこと
ができるのである SMITH +110 訳書第 +分冊 32., そ
して その結果として一般的富裕 general plenty が社
会の全ての様の階級を通じてゆきわたるとしたのであっ
た SMITH +110訳書第 +分冊 ++,++-もっともその場
合 彼は分業は市場の広さによって制限を受けると述べ
交換の場である市場が広ければ広いほど分業とそれにとも
なう専門化の利益を発揮することができると説いたので
あった SMITH +110 訳書第 +分冊 +,..-
しかし 組織を前提として分業を論ずる場合 我は分
業を統合する協業の必要性について論じなければならな
い ところが スミスにはこのような協業に関する認識が
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欠けていた その理由は 彼が基本的に小規模な個人企業
を前提として分業を論じていたこと 角野 +330 1参照
に加えて 工場内分業と社会的分業とを同一視していたか
らである 中村 +310 /.//参照 すなわち 彼は工場
内分業と社会的分業 職業分化 とを同一視してており
両者の混同が見られるのである 中村 +310 /,参照が
これに対してマルクス MARX, Karlは 資本論の中で
分業を マニファクチュア的分業 工場内分業 と すべ
ての商品生産の一般的基礎をなす社会的分業 に分け
MARX +201 訳書 0+*0++ 更にそれらを一般的分業
特殊的分業 個別的分業に分類し考察していた MARX
+201訳書 0++その結果スミスは協業の重要性の認識
を欠き マルクスはマニュファクチャ	を対象として 分
業に基づく協業 MARX +201訳書 /2/の重要性を認識
していた MARX +201 訳書 /0+以下 のである
マルクスは労働の生産力の向上を惹起する要因として分
業とともに協業Kooperation, cooperationをあげMARX
+201 訳書 /0+以下 彼はそれを 同じ生産過程におい
て あるいは 異なっているが連関している生産諸過程に
おいて 肩をならべて一緒になって計画的に労働する多く
の人
の労働の形態 MARX +201 訳書 /01 と定義し
た この 計画的に という視点は 協業が単なる部分的
労働の寄せ集めではなく 統一的な意思のもとに相互に管
理された労働であるということを示している.. そして
彼は協業システム資本主義的生産システムを管理し運営
していくものが資本にほかならないとした MARX +201
訳書 /10 更にそのような管理過程は 一方において生産
のための社会的過程であり 他方において資本の増殖過程
であるという二重性を有しているとするのであった
MARX +201 訳書 /10/11 従って 協業を管理する過
程が資本の増殖過程であるために資本家 協業の管理者
はそれを大規模化しようとするのである 言うまでもなく
これは 近代の会社形態株式会社形態において資本の結
合ないし資本の集中という形で推進されるものである そ
して そのような協業の大規模化は 結果として管理者職
能を資本家の手から特殊な種類の賃労働者に譲り渡すとと
もに ミドルやロワ	の管理者を必要とすることになるの
である MARX +201 訳書 /11/12
以上のようにマルクスは資本主義企業を対象として ス
ミスの分業論を発展させ協業の重要性を論じるとともに
協業化にともなう管理の必要性についても論じたのであっ
た しかし 資本論 における彼の基本的な視点は 資本
主義化にともなう資本家と労働者との階級対立を搾取とい
う概念で説明するとともに 批判的に資本主義経済体制の
止揚を試みたものであったため 組織の観点から協業の意
義を十全に捉えることはできなかった./ この点に関し
て 新制度学派の経済学に基礎をおく 組織の経済学 は
専門化された各分業間の関係を交換過程として捉え 更に
それを取引概念で示し 取引調整という視点でこれを分析
している DOUMA and SCHREUDER +33+ 12訳書 +++,
MILGROM and ROBERTS +33,訳書 ,1-+等参照かかる
視点からは 彼の捉えた資本主義企業における協業過程は
取引の調整過程として認識されるのである そして 組織
の経済学ではこの調整過程を市場的調整過程と組織的調整
過程に分けるのであるが 彼の捉えた資本主義企業におけ
る協業過程はまさに組織的調整過程と言えるものであっ
た.0 そして この組織的調整が効率的である場合におい
てのみ 企業は専門化された分業を協業化することによる
生産性の向上が可能となるのである
- 組織と市場資源の効率的配分と費用不確実性の
吸収
前項において 組織の効率性を高めるものを 専門化さ
れた分業を協業化していく過程に求めたのであるが それ
はまた協業を個
の専門化された分業間の取引の調整過程
という視点から捉えれば 組織的調整過程として認識され
るものである 本項では スミスによりいち早く見いださ
れた市場的調整過程と主として新制度学派 new institu-
tional school.1の研究者によって見いだされた組織的調
整過程についての理論的考察を通じて 組織形成の要因を
資源の効率的配分ならびに費用 cost と不確実性 un-
certainty の吸収という観点から検討する
スミスは 諸国民の富 の中で 見えざる手 invisible
handという表現でもって価格機構 price mechanism
を表し これによって全ての経済主体の行動が効率的な方
向に調整されると考えた SMITH +110 訳書第 -分冊
/0すなわち彼は市場における中心的な価格を自然価格
natural price市場での実際の価格を市場価格market
price 自然価格のもとで商品を購入する人
の需要を有
効需要 effective demand とした上で 市場に供給され
る商品の量が有効需要量よりも少なければ市場価格は自然
価格より高くなり 逆に市場に供給される商品の量が有効
需要量よりも多ければ市場価格は自然価格より下落すると
した SMITH +110 訳書第 +分冊 ,*+以下 そして こ
のような不均衡はやがて市場における価格機構により調整
され 供給者 需要者ともに適正な資源配分を行い 均衡
状態になり自然価格が回復されると指摘した SMITH
+110訳書第 +分冊 ,*-,*1彼の理論は市場における
価格機構すなわち 見えざる手 の働きによって 資源配
分が効率的になされるとするものであり それは換言すれ
ば 市場における価格機構を通じて社会的分業が効率的に
調整されるということを意味しており 言うまでもなく新
古典派経済学 neo-classical school における一般均衡理
論 general equilibrium theory の先駆的業績として評
価されるべきものでもあった.2
このようなスミスの見解に対してコ	スCOASE, Ronald
H. は 経済資源の効率的な配分方法として市場における
価格機構の機能とともに組織のもつ調整機能に注目した
彼は もし生産が価格の変動で調整されるなら生産はい
かなる組織なしでも遂行されうるであろうという事実から
見て 当然 次のような疑問が発せられよう なぜ 組織
が存在するのであろうか COASE +3-1 : +322 訳書 .+
という問題を提起し 企業 組織 の特質は 価格メカ
ニズムに取って代わることにある COASE +3-1 : +322
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-0訳書 .,と述べ市場における価格機構の役割とともに
企業組織における企業家の調整機能に注目し なぜある
場合には価格メカニズム 機構 が調整を行い また別
の場合には企業家がこれを行うのか COASE +3-1 :
+322 -0訳書 ., について検討を進め 企業を設立する
ことがなぜ有利かという主要な理由は 価格メカニズムを
利用するための費用が存在する ということにあるように
思われる COASE +3-1 : +322 -2訳書 .. と述べ 市場
における取引に要する情報 information や契約 con-
tract の費用の存在に注目したのであった その上で 彼
は 市場が機能するには なんらかの費用が発生する そ
して組織を形成し 資源の指示監督を ある権限をもつ人
企業家に与えることによって市場利用の費用を何ほ
どか節約することができる 企業家がその機能を果たすに
あたっては 企業家は自らがそれに取って代わった市場で
の取引よりは低い価格で生産要素を入手できるという点を
考慮に入れると より低い費用でその機能を果たさねばな
らない COASE +3-1 : +322 .*訳書 ./ と述べ 市場に
おける価格機構の利用は無費用ではなく 常に何らかの費
用を要し その費用を節約するという点から企業組織が
形成され 企業家の機能によりそれが実現されると説い
た 更に 彼は市場における不確実性の存在にも注目し
COASE +3-1 : +322 .*.+訳書 ./.0 ナイト KNIGHT,
Frank H. の批判を通して 市場取引における不確実性の
吸収のためには企業組織の利用が効率的であるとも指摘し
た COASE +3-1 : +322 .*.,訳書 ./.1
以上のような企業組織の生成プロセスの説明を受けて
コスは更に次のような問題を提起している もし組織
化することである種の費用を排除し 生産費を実際に低減
させることができるのなら いったい なぜ 市場取引が
そもそも存在しているのだろうか なぜすべての生産は
巨大な一企業によって行われてしまわないのであろうか
COASE +3-1 : +322 .,.-訳書 .1この点に関して彼は
-つの視点から説明を行っている すなわち 企業組織
が拡大するにともない 企業家の機能に関して収穫逓減が
働くこと 企業組織の拡大が一定点を超えると 企業家
は生産要素の効率的利用に失敗する可能性を生じ得るこ
と ある種の生産要素は企業規模の拡大とともに供給価
格が上昇する可能性があること 以上につきCOASE +3-1 :
+322 .-訳書.2 このうちは 経営管理についての
収穫逓減 を意味しており は小規模企業の有利性につ
いて指摘していると言える そして彼は企業組織の拡大条
件を次の -つに集約して結論づけている 取引を組織化
する費用が低いほど 組織化される費用の増加が緩やかで
あるほど拡大する 企業家が誤りを起こす可能性が少な
いほど 組織化される取引の増加にともなう誤りの増加が
小さいほど拡大する 規模の大きな企業に対する生産要
素の供給価格がより小さいほど拡大する 以上につき
COASE +3-1 : +322 ./訳書 /*
このようなコスによる市場的調整と組織的調整に関す
る問題点の指摘は 更にウイリアムソン WILLIAMSON,
Oliver E. らによって一層の展開を見るのであった 彼は
コスの理論を更に展開し 独自の視点から組織失敗の枠
組み organizational failures framework の理論を展開
した WILLIAMSON +31/ すなわち 市場取引が組織内
に取り組まれる要因について コスは市場取引に費用を
要することともに市場取引の不確実性をあげたが 彼はこ
れに制限された合理性 bounded rationality 機会主義
opportunism少数性 small numbers情報の偏在性
information impactedness の各概念を用いて内部組織
化internalizationのもつ効率性を説明したWILLIAMSON
+31/ 	,訳書第 ,章更に彼は組織内部の階層構造や
垂直的統合といった産業組織の問題 事業部制やコングロ
マリット組織といった組織構造の問題等についても言及し
た WILLIAMSON +31/ 	-
訳書第 -章以下
このように コスやウイリアムソンらの新制度学派の
研究者達が論じた組織形成の要因は 取引に関して市場的
調整過程と組織的調整過程のどちらが効率的であるか す
なわちどちらによってより費用が節約され危険が吸収され
るかという一種の制度比較に基づいてその決定がなされる
とするものであったが このような理論的アプロチに加
えてチャンドラ CHANDLER Jr., Alfred D.はその著書
経営者の時代 の中で アメリカにおける +2.*年代から
+3,*年代までの企業経営に関する歴史的研究を通して企
業という事業単位の管理と調整を市場との関連で捉え こ
れを実証的に検証したCHANDLER, Jr +311 /0訳書 +*
++ 彼の帰結は 新制度学派の研究者が指摘するように
経済活動と資源の配分にあたって 近代企業が市場メカ
ニズムにとってかわった CHANDLER, Jr +311 +訳書 .
という点であり 経済の多くの部門においてマネジメン
トという目に見える手 visible hand が かつてスミス
が市場を支配する諸力の見えざる手 invisible hand と
呼んだものにとってかわった CHANDLER, Jr +311 +訳
書 . とするものであった 彼は近代企業について 一つ
は 多数の異なった事業単位から構成されているというこ
ともう一つは階層的に組織された俸給経営者 salaried
executives によって管理されている CHANDLER, Jr
+311 -訳書 / という二つの視点で定義している ここ
に定義された近代企業は 組織的調整に基づき市場におけ
る諸取引を内部化した複数的ないし複合的な組織構造をも
つものであるが彼によればその決定的な特質はトップ
ミドル ロワといった管理者により階層的に組織されて
いることに求められ CHANDLER, Jr +311 1訳書 +- こ
の組織的調整 彼の表現では管理的調整 administrative
coordinationを担うのがトップミドル ロワの管理
者すなわち 階層的に組織された俸給経営者なのである
本項では組織形成の要因を市場との関連で説明したが
組織の機能を考察するには更に形成された組織内部の管理
の問題について検討しなければならない 本項で主として
論じたコスの理論との関連で言えば コスは組織的調
整機能を企業家に求めたが 企業家はいかにすれば合理的
に組織的調整機能を高め得るかについてまでは論じられて
いない また ウイリアムソンも事業部制やコングロマ
リット組織について論じているが それは組織の効率性を
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論じるためであって 企業家の組織的調整機能を具現化す
る経営者の管理問題を対象として論じているわけではな
い この点 チャンドラはその歴史的研究を通して組織
的調整過程における管理の重要性を明確に意識していた
次項ではこのような視点から組織における管理の問題につ
いて論じることにする
. 組織と管理組織の合理性効率性と経営者の意思
決定
すでに見たように 組織化の端緒的形態はマニュファク
チャにおいて見られるのであるが そこでは管理の対象
となる企業組織がまだ十分に大規模化されてるわけではな
かったので 管理の必要性は十分に認識されていなかっ
た もっとも マルクスは 資本論 の中でいち早く資本
主義企業における管理の必要性を認識しており そこにお
ける資本家 企業家ないし経営者 の 指揮 監督及び調
整	 機能に注目するとともに 分業に基づく協業の促進を
資本家のもつ計画	と権威	に求めていたMARX+201
訳書 /10 そして 彼は協業の大規模化にともない資本家
のもつ管理機能が細分化され 経営者以外のミドルクラス
の管理者が必要になることについても指摘していた
MARX +201 訳書 /11/12 このような彼の指摘がより
一般化具体化し 企業において管理が必要とされるよう
になるのは 市場の拡大とともに産業化が進行し 大規模
な企業組織を前提とする大量生産と大量流通が要請される
時期になってのことであり.3 それがいち早く現実化した
のはアメリカ社会においてであった/*
アメリカ社会では伝統的にプラグマティズム Pragma-
tism 思想/+が支配的であり 企業経営においても実践的
な問題解決が志向されており 管理の問題への対応は職場
における実践的な問題解決と軌をいつにしていた/, この
ような支配的社会思想を背景として アメリカにおける初
期の管理論は 周知のように工場管理 shop manage-
mentの問題として工場技術者による工場現場における
問題への対応とその解決という形で展開した そのような
中で とりわけアメリカ機械技師協会 ASME : Ameri-
can Society of Mechanical Engineers に所属する工場
技術者達の貢献は大きく 角野 +330 +*2++-参照 そ
の代表的な成果の一つがテイラ Taylor, Frederick
Winslow の科学的管理法 Scientific Management で
あった/-しかしテイラやファヨルFayol, Henri/.
らによりまとめられた考え方 すなわち古典的管理論
classical theory of business administration ないし伝
統的管理論 traditional theory of business administra-
tion//が対象としたのは工場制工業であり それは基本
的に単一事業単位制企業 single-unit business enter-
prise を前提とするものであった 前項においてふれたよ
うに 新制度学派の研究者の見解によれば組織における管
理機能は市場における価格機構に代わるものとして認識す
ることができるのであるが その場合の組織は様
な市場
取引を内部化したものと捉えることができる/0 従って
現代的な視点から管理の問題を捉えようとすれば その対
象は複数的ないし複合的な組織構造をもつ大規模企業とな
らざるを得ない CHANDLER, Jr. +311 +訳書 /参照
また 古典的管理論がその対象としていたのは典型的な工
業生産的な企業であるが 現代的視点から管理の問題を捉
えようとする場合には その対象は農業企業体 工業企業
体 商業企業体あるいは営利企業体 非営利企業体の枠組
みを超えた組織そのものでなければならない それは言い
換えれば 企業経営上における単なる実践性や有用性のみ
に重点をおいた伝統的な管理思考から組織それ自体を分析
対象とする組織論的思考への転換 すなわち古典的組織
論 classical organization theory/1 からバナド
BARNARD, Chester I. を嚆矢とする近代組織論 modern
organization theory/2への展開を意味するのである
以上の点に関連して チャンドラはその著書 経営者
の時代の中で前項で指摘した歴史的実証分析に基づき
組織的調整 管理的調整 administrative coordination
により市場取引を内部化した近代的な複数単位企業
multiunit enterprise の効率性を説いたのであったが
彼は同時に組織的調整を担う経営者の管理職能にも注目し
ていた すなわち彼は 単一企業の内部に多数の事業単位
の活動を内部化することの利益は 管理のための階層制組
織が創設されることによって はじめて実現される	
CHANDLER, Jr. +311 1訳書 +-と述べ複数単位企業に
おいては市場取引から組織内に内部化された生産と流通の
諸単位がミドルの管理者により監視調整され 更にトッ
プの管理者はミドルの管理者の業務を評価調整するとと
もに生産と流通のための資源配分を計画遂行する役割を
担うとした CHANDLER, Jr. +311 12訳書 +-+. そし
て このような管理者の階層的組織を欠いた複数単位企業
ではその発展は妨げられるとした CHANDLER, Jr. +311
Chap. +, +-訳書第 +,章第 +-章参照このように彼は
組織と管理の問題を市場との関連で捉える新制度学派の考
え方に立脚しながら 近代企業成立過程における経営者な
いし管理者の役割の重要性を説いたのであったが 管理に
かかる理論的な説明については 彼が歴史的分析手法を
とっていたため必ずしも十分と言えるものではなかった
従ってこの点については視点を換え 近代組織論の立場の
研究者達の成果によらねばならない
近代組織論の主眼は 市場における組織を体系的かつ理
論的に分析することにあった そこには複雑化する組織構
造の変化の中で 組織の本質を探るとともに 組織の合理
的な運営方法を探ろうとする意図があった そのような
中 バナドは 近代組織論の先駆的業績として評価さ
れる 経営者の役割 を著し 独自の協働体系 coopera-
tive system 概念を用い BARNARD +3-2 0/訳書 01
人間活動の体系行為 action の体系の中に組織の本
質を求め 一つのシステムとして組織現象を捉え
BARNARD +3-2 12訳書 2*それを前提として経営者に
必要とされる管理職能 executive function を明らかに
しようと試みた 彼は 人間活動の体系は意識的な調整
coordination 主体である管理職能に基づき調整された
ものであるとした BARNARD +3-2 1-訳書 1/ そして
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組織 公式組織 : formal organization を伝達 com-
munication 貢献意欲 contribution 共通目的
purpose の三要素で捉えたが そのうち伝達は権威 権
限 : authority とともに管理職能を支える重要なもので
あるとした BARNARD +3-2 2,訳書 2/ このような管
理職能は 前述のチャンドラが近代企業として指摘する
とともに彼自身も認識していた複合組織 complex or-
ganizationを対象とする場合非常に大きな意義をもつ
また 彼は組織を存続維持させる条件を組織均衡 equi-
librium of organization の条件として論じ その要件を
組織有効性 e#ectiveness of organization の確保と
組織能率 e$ciency of organization の確保に求めた
BARNARD +3-2 0 Chap. +0訳書 0 +0章 そして こ
の二つの概念は管理者の職能の内容を示すものであった
彼は 組織 公式組織 の本質を目的に対する手段の選択
すなわち意思決定 decision であると捉え 意思決定こ
そが管理者及び管理者職能の本質に結びつくとした
BARNARD +3-2 +23訳書 +31 このことは 組織を意思
決定の分業された体系 すなわち単位組織 unit-organi-
zation が複合化したものであると捉えるとともに 組織
を単位組織間における情報の伝達システムとして捉え 階
層化された組織間をつなぐ管理者の意思決定すなわち管理
職能の重要性を指摘していた
バナドの以上のような研究成果を受けて サイモン
SIMON, Herbert A.もまた独自の視点から 経営行動を
著し 組織における管理者の意思決定の重要性を説いた
彼は 意思決定を一定の目的を達成するための手段の選択
と捉え SIMON +3./ 1/訳書 30 現実の組織における連
続的かつ階層的な意思決定過程の中における人間行動の合
理性の限界の確認と合理性の拡大の可能性について論じた
SIMON +3./ 0,訳書 13 彼は 組織の意思決定過程を
実体的計画化 substantive planning 手続き的計
画化 procedural planning これら意思決定の計画化
の執行として捉え 意思決定の計画化によって人間行動に
より高い合理性をもたらすことができることを指摘した
SIMON +3./ 3/+**訳書 +,,+,2このような人間行動
の合理性を拡大することこそ組織のもつ中心的機能なので
ある そして 組織における合理性を拡大する役割を果た
す意思決定の計画化とその執行に大きな影響力をもつもの
として権限 authority 関係をあげた SIMON +3./ +,/
訳書 +0- ここに権限とは 他者の行動を導き意思決定を
なす権力である バナドにならい 組織を意思決定の
分業化された体系であると考える彼にとって このような
組織影響力の行使はコミュニケション 伝達 : commu-
nication 体系なくしては実行不可能であった SIMON
+3./ +/. +/1+03訳書 ,** ,*.,+2 彼は 環境刺激
に対して目的達成という視点から積極的に学習する問題解
決的な行動をとる人間観を前提にして 組織を一つの情報
処理 information processing 体系として捉え 意思決
定の合理性の拡大の可能性を計画化と実行のプロセスとし
て論じたのであった
更にサイモンはマチ MARCH, James G. との共著で
ある オガニゼイションズ において 行動科学的な視
点から意思決定の分析を試みた 彼らはここで 客観的合
理性をもち最適行動を選択し得る経済人 economic
man モデルに代わる管理人 administrative man モデ
ルを定義した ここに管理人とは 制限された合理性
bounded rationality のもとで欲求水準 aspiration
levelに左右されながらなされる満足的意思決定のモデル
であり MARCH and SIMON +3/2 +-0+.+訳書 ,*1,+.
彼らはこのような管理人モデルを前提として 組織におけ
る意思決定の多くが満足的意思決定であるとした MARCH
and SIMON +3/2 +-0+.+訳書 ,*1,+.このような満足
的意思決定のうち標準化された手段選択すなわち刺激
反応型の行動により定型化された意思決定がなされる現
象を意思決定のプログラム化とし MARCH and SIMON
+3/2 +.++.,訳書 ,+/,+0 それは 組織において分業
化専門化にともなう効率性の向上を与えるが 同時に
個	の単位組織 下位プログラム 間の調整の必要性をと
もなうものであった 彼らはこのような下位プログラムを
調整する手段をスケデュリング scheduling と呼
び 予め定められた計画により調整が可能となる場合を
計画による調整 新たな情報を付加媒介させることで調
整が可能となる場合をフィドバックによる調整とし
た MARCH and SIMON +3/2 +0*訳書 ,./ そして 組
織を取り巻く環境状況が安定的で予測可能であるほど
に依存することが多くなり 状況が可変的で予測不可能で
あるほどに依存することが多くなると指摘したMARCH
and SIMON +3/2 +0*訳書 ,./ 更に そのような調整を
効果あるものとするためには組織におけるコミュニケ
ションの効率性を高める必要があると指摘した このよう
に組織は個	の意思決定のプログラム化された体系であ
るが そのことにより不確実性に対する安定装置として機
能することが可能となるのであった MARCH and SIMON
+3/2 +1*訳書 ,/3彼らは更に既存のプログラムでは対
処できない意思決定を 革新を含む意思決定として検討し
ている 彼らはこのような革新について その意思決定の
プログラム化は 組織のもつ情報量と多様性そしてコミュ
ニケション体系 情報伝達の構造 に依存していると考
えた MARCH and SIMON +3/2 +22+3*訳書 ,22,3+
その意味では 組織における革新を含む意思決定の具現化
した戦略形成は組織の制約を受けるとするものであり
チャンドラが 
組織は戦略に従う CHANDLER, Jr.
+30, としたのに対峙していると言える
マチはサイアト CYERT, Richard M. との共著 企
業の行動理論 を著し 企業組織を意思決定と情報処理の
体系とする立場から 特に現代的な大規模化複合化した企
業組織における意思決定過程について検討を試みた 彼ら
は 企業組織における意思決定過程を 組織目的 or-
ganizational purpose の理論 組織期待 organiza-
tional expectationsの理論組織選択organizational
choiceの理論 組織統制 organizational controlの
理論を用いて明らかにした上でCYERT and MARCH+30-
Chap. - . /訳書 -章 .章 /章 コンフリクトの準
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解決 quasi-resolution 不確実性の回避 uncertain-
ty avoidance問題解決的探索problematic search
組織の学習organizational learningの概念を用いて
その相互依存関係の中に企業行動を導く意思決定過程を具
体的にコンピュタシュミレションモデルとして取
り纏めたのであった CYERT and MARCH +30- ++1+,/
訳書 +1++2- 彼らは 組織における意思決定は 組織目
的に従った利用可能な情報に基づく複数の代替的選択可能
な対象の中から選択を行うことであるとするのであるが
組織目的は所与のものではなくバゲニング bargain-
ing過程の中から形成されるものと考えたそして 組織
目的が決定されれば組織は情報処理 information pro-
cessing と意思決定 decision making のシステムとし
て機能すると考えたのであった
以上のように 近代組織論は 大規模化しかつ複雑化す
る組織の行動を合理的かつ効率的に運営するための具体的
手法として意思決定に注目し その本質を明らかにしよう
と試みた そして 意思決定の主体は経営者 管理者 で
あり 経営者の本質的な管理職能は組織を運営するための
適切な意思決定を導き出すことにあると言ってもよいので
あるが 一方で大規模化し複雑化した現代組織においては
それぞれの単位組織における意思決定の調整が必要になっ
てくる そこに伝達システムあるいは情報処理システムと
いう形での システム化された組織認識が生まれてくるの
であった そしてこのシステム化された組織においてのみ
計画化と権限をともなう意思決定の伝達が可能になるので
あるが それはまた組織における分業と専門化の促進とそ
れに基づく合理性と効率性の追求過程でもあった この点
に関してかつてハイエク HAYEK, Friedeich A. は 社会
における知識の利用 の中で 価格システムを情報メカニ
ズムと解した上で市場における価格機構により知識の節約
が達成されるとしてその合理性と効率性を論じた HAYEK
+3./ 113+訳書第 ,章 が 近代組織論の研究者達の研
究成果は そのような現象が組織においても経営者ないし
管理者の管理過程 すなわち組織化され計画化された意思
決定過程を通して可能となり得ることを明らかにしたので
ある そしてまた このような考え方が コスの流れを
くむウイリアムソンの内部組織の経済学ないし組織の経済
学へとつながっていくのであった
 企業経営と法人制度
+ 法人制度の機能個人から団体 組織 へ
すでに述べたように 法人制度の端緒は 古代のロマ
法/3において見ることができる すなわち ユスティニ
アヌス帝 JUSTINIANUS, .2-/0/, 在位 /,1/0/ 法典を
中心とするロマ法体系のもとでは コルレギウム col-
legium 等の法人形態がいち早く見られた 井上 +3-+
+以下 石本 +3-/ -1/以下 原田 +3// 010* もっと
も ロマ法のもとでは 公法の領域では国家が 私法の
領域では市民たる個人が それぞれ権利の主体として考え
られていたために 法人それ自体は本質的な存在とはなり
得なかった 平野 +3,0 3233 原田 +3// 0102 す
なわち 法人格は法の付与にかかるものであり その本質
は自然人の擬制 persona ﬁcta, personel ﬁction に過ぎ
ず 行為能力は公法人より類推されたものでしかなかった
平野 +3,0 33 原田 +3// 02 一方 ゲルマン社会
においては部族が生活の中心におかれており 団体法的観
念を生み出す素地があった すなわち中世ゲルマン社会に
おいては家族血縁を中心とするゲルマン的共同体ないし
封建的共同体が存しており0+ これを中心として 政治的
団体 都市 地方農民団体 宗教団体等の団体が見られた
のであった 平野 +3,0 +** このように法人を個人の
延長上にある言わば擬制されたものとして捉えるロマ法
と 団体を実在するものとして捉えるゲルマン法における
法思想の違いは +3世紀から ,*世紀にかけての法律学上
の大きな論争の一つであった法人理論 法人学説 を巡る
議論を生じさせる要因を提供したのであった 福地 +332
+参照すなわち法人擬制説 Fictionstheorie法人実
在説 Realitatstheorie 法人否認説 Negationsthorie
を巡る学説の対立がそれである0, しかしながら すでに
序説においても指摘したように 法人理論を巡る今日的意
味合いはさほどないのである0-
ところで このようなロマ法やゲルマン法のもとでの
法人ないし団体 Genossenschaft の認識は 必ずしも直
線的な法の継受を経て展開したのではなく 従って 当時
の法人制度は近代におけるそれとは異なったものであった
福地 +332 .0 すなわち ロマ法について見れば
所有権や契約に関する理論は前近代型の経済構造の中でも
成立発展の基礎を有していたため 中世カノン法から近
代法へという流れのもと ロマ法の継受が容易であった
福地 +332 3 しかし 法人制度についてはそのような
形でのロマ法の継受は行われず むしろ近代型の経済構
造に合わせた法人制度として構築されなければならなかっ
た 福地 +332 +* そのような状況は 中世から近世に
かけての封建的国家観 絶対君主的国家観とそこにおける
法人ないし団体の設立とその制限という国家意志 福地
+332 3+* と 中世後半からの都市や商業の発展と自然
法の発達にともなう主権国家の伸長 平野 +3,0 31 と
の対立関係において見ることができる より具体的には
例えば自由主義思想に立脚しいち早く政治革命を成功させ
たフランスにおいては 少なくともフランス革命直後 ギ
ルド等の中間団体は個人の自由や社会進歩を阻害するもの
として認識され 個人以外の団体の法的承認が拒まれた
しかし 次第に進む資本主義と経済の拡大にともなう社会
の要求に応じる形で資本団体たる会社の設立を認めざるを
得なかったのであり その軌跡が法人設立にかかる特許主
義許可主義準則主義という流れなのである 幾代+303
3*3+参照
かかる状況について福地俊雄教授は 長い中世の全期
間を通じて都市を中心として発達した商品貨幣経済は何
時しか生産方法の飛躍的な発展	マヌファクトウルを経
て機械制工業へ	をまって 近代産業資本主義の確立をも
たらすにいたるのであるが この過程は 反面において

商品の魂であり手足である ところの自由な個人を解放
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するために諸の中世的身分階層制ないし共同体への人的
拘束に対してなされた斗争の歴史であることも 言うまで
もない 中世紀的な性格を有する諸の団体は 歴史その
ものによって解体せしめられねばならなかったのである
しかるに かような歴史的必然性は 反面において 新し
い型の団体形成の必然性をも自己自身の中に含むものであ
る 何よりも右の近代化の基礎としての資本は 貨幣の一
定量の大きさを前提し 生産方法の飛躍的発展とともに
その規模は 個人的所有の限度をうち破る集中と集積に
よってのみ拡大されることができ それは必然的に資本団
体を形成せしめるからである むしろ 資本団体の形成と
その発展によってのみ 近代資本主義も近代市民社会も形
成されることができたというべきである 福地 +332 2
と要約して論じている すなわち 近代における法人制度
は 何より資本団体すなわち会社制度を前提として展開さ
れるのである 換言すれば 資本主義経済の進展による企
業の発生にともない 従前の個人法的処理では経済の実態
に対処できないために団体 組織 法的処理の必要性が生
じたのであり そこに近代的な法制度の端緒を見いだし得
るのであるそしてそれを求める社会的要求の背景には
言うまでもなく 分業と専門化そして協業システムに基づ
き運営される企業のもつ合理性と効率性があったのであ
る
以上のような法人制度を巡る歴史的状況をふまえて 今
日における法人制度の機能とその意義について見ておく
法人とは 法律の規定により 自然人ではなくして法的人
格を認められたものである 川島 +30/ 21 四宮 +320
1-0. そして 法人の機能については特に民法学におい
て 主として法人のもつ法技術的性格に基づき論じられて
いる0/かかる所論を代表する川島武宜教授は 法人とは
団体 複数法主体者 の法律関係を単純化して単一個人の
法律関係と同様なものとして処理し また目的によって拘
束された財産の法律関係を その財産の従前の主体その他
の主体から分離して 独立の単一個人の法律関係と同様の
ものとして処理するための 記号的 言語的 技術である
まさにこの点に 法人の個人型法人格の法技術的意義が存
在するのである 川島 +30/ +++++, とした上で 法
人の法的人格は 法人の実体たる団体構成員や目的財産が
取引社会において一つの単位として活動し 従って個人と
しての単純な法律関係によって処理されることが必要であ
りかつ可能であるということに基づく 従って 法人の法
的人格の実質的意義は 財産法上の権利義務 狭義の財
産権のみならず 著作権無体財産権をも含む の単一に
帰属点を構成しそれを単一の記号で表明する ということ
である 川島 +30/ ++, と論じている また 西原寛
一教授は 法人とは自然人以外の者で法律上の権利義務
の主体たることを認められるものを言う それは団体が取
引界において活動する場合 その構成員や業務担当者の多
数性及び変動性に関わらず それを単一の個体のごとく取
扱い 団体の永続性と取引関係の簡易化を図る法的技術に
ほかならない 西原 +3// ., と述べ 法人制度のもと
では その構成員 社員 の欠如は当該法人の継続的維持
を妨げる要因とはならず 従って法人は自然人ないしそれ
に基づき設立される個人企業のように生命による制限を受
けず ゴイングコンサン going concern : 継続事業
体 としてその機能を発揮すると指摘している
このように法人制度は 基本的には団体に法的主体性を
もたせ 更に永続性を発揮させる法技術であり 一方 法
人のもつ法的主体 legal entity 性は私的所有権 pri-
vate ownership 概念と契約 contract 概念とともに資
本主義的経済社会を形成する法律原理となっている すな
わち 資本主義経済を商品取引とその媒介過程として捉え
れば 取引主体の法的主体性が認められていなくてはなら
ず また取引すべき商品の所有権が明確なものでなければ
ならない そして 互いに平等な取引主体者間の取引を双
方の合意のもとに成立させる契約制度が整っていなくては
ならないのである 川島 +30/ ,/ 法人制度はこのよ
うな資本主義経済社会のもとで 個人のみでなく団体にも
法的主体性をもたせるものであり 更に西原教授が指摘す
るように変動する団体内部の関係を単一化しかつ団体に自
然人とは異なった永続性 peretural succession を与え
るのものであり そのことにより資本主義経済のもとで
は 団体 具体的には会社 を中心として その合理性と
効率性のもと 一層の発展を見るのであった
, 法人制度と会社制度資本制度と有限責任制度の形
成
前項で見たように 近代の資本主義経済社会を形成する
法律原理としては 私的所有権 契約とともに法的主体性
の概念を認めることができる そして 自然人以外の団体
について その法的主体性を認める法人制度が整備される
ことにより 資本団体たる会社制度の基礎が整う契機が生
まれ それにより資本主義経済が一層の発展を遂げること
ができたと言ってもよい 本項ではこのような法人制度の
展開過程を会社制度の展開過程に重ね合わせて00 特に資
本制度と有限責任制度の形成について検討する
法人制度とは 権利義務関係の帰属主体を自然人以外の
団体にも認め得る制度であるので 当然にその権利義務関
係はその団体構成員の私的な利害関係からは遮断されなけ
ればならない 従って 法人格を有する団体 すなわち法
人にあっては 法人財産は一定の目的のもとに拘束を受け
る財産 目的財産 として法人の構成員からは独立した存
在となる これを会社について見るならば 会社それ自体
がその所有者の意思によって利潤獲得のために運営される
ように予定された財産であると言い得ることができ 従っ
て会社財産は社員の個人財産から分別されなければならな
い 川島 +3/, +3++3-参照 そして このように個人
財産から厳格に分離された会社財産が資本概念を構成する
のであり それは基本的に会社の総財産 資産 から消極
財産 負債 を減じた正味財産を意味する また このよ
うに会社の内部関係においてだけではなく 外部との取引
関係においても その責任財産たる資本を明確にしておく
必要がある それは 会社と外部との取引は信用を前提と
して行われるものであり その信用は資本を基準にして認
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識し得ることができるからである 川島 +3/, +3-+3.参
照 そして このような独立した会社財産たる資本は
ヴェバやゾンバルト SOMBART, Werner が主張した
ように近代組織の合理性に基づき承認される複式簿記の制
度に基づく資本計算に大きく依存しており これに基づき
資本額が計算可能となるのである 青山 +333 +12+2+
なお WEVER +3,. 訳書下巻 ,-1 SOMBART +3+- 訳書
+1.+12
次に 法人制度と有限責任制度の関係について見ると
四宮和夫教授は法人の義務の帰属点とその責任について
団体財団の財産のみがこれを負い 構成員個人の財産
が負うことはない 四宮 +320 1. として 法人格に付
随するものとして有限責任制度を認識しているが ただ
構成員個人の 責任制限には種の段階があり 法人と
いう技術を用いる場合にも 現実の必要に応じた分化を認
めざるを得なかった 四宮 +320 1. とし 株式会社や
有限会社の有限責任制度を法人格を前提として説明してい
る また 上柳克郎教授は 法人格の属性として権利義
務の帰属主体となり その名前で訴訟当事者となり その
法人の名義の債務名義によってのみ強制執行を受けるこ
と 法人財産が専ら法人債権者の責任財産となり 従っ
て 法人財産の充実維持のための規制がなされること
構成員の財産が法人の債権者の追及を免れること の三
点をあげ 上柳 +32* +以下 このうちは法人格の最
小限度の属性であり 	を備えているものを法人の理
想型とし 法人格の属性を社会関係の中で実態的に把握し
ている 北澤正啓教授は法人格の属性として 法人自
体の名において権利を有し義務を負うこと 法人自体の
名において訴訟当事者になること 法人自体に対する債
権名義によってのみ 法人の財産に対して強制執行をなし
得ること 法人の財産が 法人の構成員個人の債権者の
責任財産とならず 法人自体の債権者の排他的責任財産と
なること 法人の債権者にとって 法人自体の財産のみ
が責任財産となり 法人の構成員個人の財産が責任財産と
ならないことなど 北澤 +33. +/+0 をあげており
そのうち全ての法人格が有する属性を	に限定して
いるが 有限責任制度についてもこれを法人格の属性とし
て限定的に承認しており そのような理論構成のもと
で株式会社や有限会社の有限責任制度を法人格との関係で
説明している
これに対して星野英一教授は 構成員が団体に対する債
権者からの追及を免れる すなわち有限責任というのは
団体が法人であることによって当然に生じる帰結ではなく
して 別個の要請から認められた効果であるとしている
星野 +301 .- また 河本一郎教授は 法人格と有限
責任制度の必然的結びつきを否定し 有限責任制度は 
社会に散在する零細な資金を集めるに際し その出資者
に会社の債務につき無限責任を負わせたのでは その出資
を期待することの不可能なこと ならびに 支配株主と
しても無限責任を負わされるよりは できれば有限責任を
欲する であろうことの二点を理由として政策的に認めら
れたものであるとし株式会社についてはと有限会
社についてはの要請から有限責任制度が政策的に認め
られていると説いている 河本 +333 -0-1 更に 江
頭憲治郎教授は 事業の開始にあたりリスクに応じた合
理的な出資の引受が構成員によってなされ 以後維持さ
れ かつ財務状況に関して合理的な方法で第三者に対する
開示がなされることが 共同企業の構成員に対して有限責
任を認めることの必要十分条件である 江頭 +32/
10 と述べ やはり法人格と有限責任制度の関係を否定し
ており 更にかかる条件を満たせば 立法論としては 民
法上の組合であろうと個人商人であろうと 有限責任の利
益を享受する可能性はある 江頭 +32/ 11としている
この点に関して 大塚市助教授は 株式会社についてそ
の株主有限責任制度の確立発展にともない 必然的に
株式会社の組合的構成から社団的構成への推移をもたら
し やがてまた法人格の承認へと導いた そうなると株主
と会社債権者との間に 法人たる会社が介在することにな
り 法律関係は会社と株主の間 会社債権者と会社との間
の二つに単純化されて 株主と会社債権者間の直接関係は
消滅するに至った 大塚 +3/0 ./0 と述べており 株
主有限責任制度の確立発展過程において それを確固た
る制度とするために法人制度という法技術が不可欠であっ
たと指摘している 会社制度発展史の中には 法人格のな
いパトナシップ 組合 : partnership形態が存在し
その中には組合員 partner の有限責任制度を認めるリ
ミテッドパトナシップ limited-partnership も見
られるが そこには無限責任組合員がおり 彼らが実質的
に責任財産を構成し組合債務を担保していた01従って
そこでの有限責任制度は 全構成員の有限責任を認めた制
度とは言えなかったのである また 有限責任制度は 法
人制度の確立があって初めて 団体
法人 株式会社 の
構成目的とそこに出資された資本を合理的に結合させ得る
手段となりえ そこに株式会社成立の要因を見ることがで
きるのである
私見では 株主有限責任制度それ自体は河本教授が説か
れるように あるいは株式会社制度の歴史が物語るよう
に02 実際的な経済的要請のもとで政策的に認められるに
至ったものである しかしながら それはあくまでも法人
制度を前提として 政策的に認められるに至ったのであ
る もっとも 法人制度によらないで団体構成員の有限責
任制度を部分的に確保する手法は見られるが その場合に
は無限責任を負担する団体構成員が実質的な責任財産を構
成しているのであり 完全な形で全構成員の有限責任制度
を確保するには法人制度に頼らざるを得ない すなわち
法人制度に基づき 目的財産たる資本の概念が形成され
また債権者と団体構成員との直接的関係が合理的に遮断さ
れるとともに 債権者と法的主体たる法人との直接的関係
が形成されない限り 有限責任制度はそれを担保する責任
財産たる資本を確保確定する基礎を失うとともに 債務
の帰属先 請求先 を特定し得ないのであり 従ってその
成立の基盤を失うのである また 有限責任制度を単なる
債権者に対する責任制度としてのみ解釈すれば 江頭教授
の説かれるように 責任財産の出資と維持 財務状況の第
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三者への開示により有限責任制度を承認し得ることは可能
かもしれないが 少なくとも近代社会における法人制度の
目的は複数の団体構成員を共通目的のために結合せしめ
それを一人の法的な人格とし得ることに求められるのであ
り 会社制度のもとではその目的は営利活動に求められる
のであって 仮に法人格と結びつかずに法技術的に有限責
任制度を承認し得たとしても 法人制度を前提とし得る典
型的な会社である株式会社のように営利目的と資本が有限
責任制度の承認のもとに合理的に結合して 実体として営
業に適する団体となり得るか否かは疑問である なお こ
のような有限責任制度の承認に関して それが言わば責任
制度を株主から会社債権者に転換する制度でもあるため
に 株式会社制度の歴史は会社債権者の保護を図る必要か
ら 資本の充実維持の原則と公示主義の原則を徹底して求
めており この点はわが国の現行商法においても厳格に定
められている03
- 企業規模の拡大と株式会社制度所有権の債権化と
所有と経営の分離
すでに見たように 会社制度は国家による法人制度の法
的承認のもとで その成立発展を基礎づけられたもので
あり わが国では 法人性 商法 /.条 +項 とともに社団
性 商法 /,条 +項 営利性 商法 /,条 ,項 を有するも
のを商法上の会社1*として定義している そして 主とし
て社員の責任形態の違いにより合名会社 合資会社 株式
会社 有限会社の .つの企業形態を認めている1+ これら
の企業形態のうち 資本主義の発展と近代化産業化の促
進に最も貢献し かつ 今日においても主たる企業におい
て採用されている企業形態は株式会社制度である1, すな
わち 近代化産業化は専門化された分業体系を協業化す
る組織の出現によって展開したと言ってもよく そこでは
市場的調整過程におけるコストやリスクの節約吸収とい
う点から 市場取引が内部化され 組織規模の拡大が促進
されたのであるが そこで拡大する組織は専門的経営者の
管理職能により より合理的かつ効率的なものとして維持
されてきたのである このように組織が大規模化し得るの
を制度面から支えているのが株式会社制度にほかならない
のである 本項では 株式会社制度が 拡大する企業組織
を制度面から合理的に支えることができる要因を 近代
化産業化のもとでの所有権の債権化傾向と所有と経営の
分離現象に求めて その意義を検討する
前項においてふれたように 法人制度のもとで株式会社
を構成するのは出資者たる株主とともに そこに出捐され
た資本である 資本は言うまでもなく会社の債権者に対す
る責任財産であり また営利活動のために供される目的財
産でもある この資本の法的性格は まずそれを私的所有
権として把握することができる1- ここに資本の私的所有
権としての性格とは 資本が法人格を介して独立した会社
財産として法人の所有のもとにあることを意味するととも
に 会社の社団性から 出資者たる株主の分割された所有
権として観念される 株式 として所有されることを意味
する 川島 +321 -*+ しかし 資本を私的所有権の対
象としてのみ認識するのであれば それは単なる生産手段
の私的所有と変わらないのであり そこに資本主義の発展
と近代化産業化の端緒を見いだすことはできない かか
る点に関し 我妻栄教授は 近代法における債権の優越的
地位 において 近代ないし資本主義経済社会における私
法上の特色として 物権的支配権を代表する所有権の債権
化傾向を指摘している 我妻栄 +3/- 3 そして かか
る傾向は 私的所有権として認識される資本の法的性格の
中に見ることができるのである
資本の法的性格は すでに見たように一次的には私的所
有権にほかならないのであるが 法人制度を基礎にして社
団的構成をとる株式会社制度のもとでは それは社団の構
成員である社員 株主 たる地位を表す株式に分割されて
所有される この分割された株式は それ自身 個人企業
の所有者が生産手段を所有し生産活動を行うという意味で
の所有権とはまったく本質を異にするのである すなわ
ち 株主は株式会社の法人性と社団性のもと会社財産を直
接所有するのではなく 株主総会における議決権に代表さ
れる共益権の実現と利益配当請求権に代表される自益権の
実現とにおいて 株式所有者たる株主の権利 株主権 を
行使するのに限られるのである ここにおいては 株主が
資本	具体的には会社事業	に対して有すべき所有権は
法人制度を基礎にして社団的構成をとるが故に 社団構成
員間の社員 株主 関係に変形されるのである 従って
株式会社における株主権ないし株主たる地位は所有権の変
形物であるとともに 自益権は所有権の収益権能の変形物
であり 共益権はその支配権能の変形物であって かつ共
益権は自益権の価値を保証するものとしての意味を有する
と言える 大隅今井 +33+ .-..参照 そして この
ことは 資本の所有権的性格から債権的性格への転換を示
しており 分割された資本たる株式に基づく株主権は 資
本の本来有する法的性格である所有権すなわち物権的な直
接支配権としてではなく 株式会社
営利社団法人と株主
間の契約に基づく請求権としての一種の債権債務関係に
置換されるのである 我妻 +3/- ,/参照
以上のような株主権ないし株主としての地位は 更に証
券と結合し 有価証券 株券 となることによって その
権利行使を円滑にするとともに 権利の流通性が高められ
る 株式が有価証券たる株券としてその存在を認められる
ということは 株券所持人 占有者 が株式の権利者 所
有者 として推定されうる 商法 ,*/条 ,項 ことになり
また譲渡される権利の内容は券面上に記されており 商法
,,/条 権利行使が円滑に進む 更に 株式の譲渡等にと
もなう権利の移転に関しても それが証券たる株券の移転
に置き換えられるのであり 権利の物象化非人格化が確
保されるために その安全な流通性が高められる 我妻
+3/- ,3.参照これらのことにより株式会社では株主
数の増加に合理的に対応することが可能となる しかしな
がら 権利行使の円滑性や流通性が株式を有価証券化する
ことによって高められるとしても 株式を取得し株主とな
ることにより追加的な支払い等の義務ないし責任をともな
う可能性があるとするならば 権利行使の円滑性や流通性
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は阻害されることになる この点に関し 株式会社におけ
る株主有限責任制度 商法 ,**条 の承認は 株式の有価
証券化とともに権利の物象化非人格化を促進し 権利行
使の円滑性や流通性を高める要因となるのである
ところで 株主の有限責任と株式の有価証券化により
株式は権利行使の円滑性や流通性を高め得るのであるが
そのような状況を現実化し得るためには証券市場ないし証
券取引所制度具体的には資本市場としての株式市場の
確立が必要である 我妻 +3/- ,3. ,30,33参照1. す
なわち 金銭債権として出資され資本に転化した株式につ
いて その弁済と資金回収の確実性が図られなければなら
ない 我妻 +3/- ,3. のであるが その機能を果たすの
が証券市場 株式市場 にほかならない この証券市場を
通して 株式の取引が行われることにより 株式会社の資
本の充実維持を損なうことなく すなわち株式会社が直接
弁済することなく 株主は自己の資金を回収し得るのであ
り このことは結果的に株式会社が株主に対してその有す
る債権額を弁済したのと同じ機能を果たすことになるので
ある また 株式会社は 証券市場を通じて新株発行を行
うことができるのであるが このことは大衆の遊休資金を
資本として合理的に糾合する1/とともに 株主の分散化傾
向を促進することになるこのように株主有限責任制度
株式の有価証券化株券 証券市場 株式市場 の確立に
より 株式会社は他の企業形態に比べて資本調達の面にお
いて圧倒的な強みを発揮するのである
以上 主として近代における所有権の債権化傾向という
視点から これを株式会社制度に合わせて検討したのであ
る10が そのような影響のもと生じた株主の分散化傾向
は 結果として株式会社の所有権と支配ないし経営との間
に分離を生じせしめることになったのである すなわち
株式会社の所有権は 基本的に資本の所有者に存するので
あり 法人そのものが所有者であるが 社団的構成のもと
で法人を構成する社員は分散し また法人制度のもとでの
会社財産に対する直接的な所有は認められない そのこと
により 株式会社を所有する者と株式会社を経営する者の
間に分離が生じ 株主は言わば金銭配当を目的とする投資
株主化し 株式会社の経営は組織の巨大化とともに専門的
経営者を求めるようになるのである この点は本稿にお
いて見た組織の拡大傾向にかなうものであるが このよう
な所有と経営の分離現象を生じ 更にそれを促進し得る要
因は すでに株式会社制度の中に内包されていると言え
る すなわち 近代株式会社においては その特徴の一つ
として機関の分化をあげることができるのであり 株式会
社の場合 株主総会 取締役会 監査役会の -つの機関に
分化している 株主総会は株主によって構成される意思決
定機関であり 取締役会は株主総会で選任された取締役に
より構成される業務執行機関であり 監査役会は同じく株
主総会で選任された監査役により構成される監視機関であ
る これらの機関のうち 株式会社においては所有者の集
団たる株主総会と経営者の集団たる取締役会が制度的に分
離されて存在しているということ また取締役たる資格に
ついて株主たることを求めておらず11 結果として所有と
経営の分離を生じせしめることにつながるのである
ところで このような所有と経営の分離現象について
はいち早くバリBERLE, Adolf A.とミンズMEANS,
Gardiner C. によるアメリカにおける実証的研究が発表
されている彼らはその著書 近代株式会社と私有財産	12
において 大規模株式会社への資本の集中傾向と株式所有
の分散化 株主の分散化 傾向を明らかにするとともに
BERLE and MEANS +3-, : +33+ .3訳書 00 株式所有の
分散化にともない所有権 ownership と支配 control
の間に分離現象が生じることを指摘した BERLE and
MEANS +3-, : +33+ /訳書 /そして彼らは株式所有の
分散化の拡大にともない 最小限度の株式所有でもって株
式会社を支配することが可能になるが やがて株式所有を
前提としなくても株式会社を支配することが可能になると
指摘した すなわち 彼らは 
支配なき富の所有および所
有なき富の支配が株式会社発展の論理的帰結として出現す
る BERLE and MEANS +3-, : +33+ 00訳書 22 と述べ
るのである ここに 彼らの言う 
支配 とは 株主総会
に賦与された権限である取締役の選任権を有する力を意味
しており 株式会社における主たる /つの支配形態を示し
ている BERLE and MEANS +3-, : +33+ 0001訳書 22
2313 その中で 彼らは 
所有なき富の支配 たる経営者
支配 management control が現実化していることを実
証した そして このような経営者支配を可能にする要因
を委任状の利用によって株主総会で取締役が選任される仕
組みの中に求めている すなわち 少数の株式しか所有し
ない大衆投資家にとっては議決権それ自体にはさほどの興
味を持ち得ず 議決権を行使しないかあるいは委任状委員
会 proxy committee に委ねるのであるが 委任状委員
会は事実上経営者によって指名されたものであり 経営者
は後継者を事実上指名し得る権限を有することになる
BERLE and MEANS +3-, : +33+ 2,訳書 +*3 このよう
な状況は 周知のようにすでにわが国においても見られる
のであり 取締役候補は代表取締役を中心とする取締役会
において事実上決定され 株主総会は単なる信任投票の場
でしかないのである 従って わが国においても 周知の
ように多くの大規模企業において 所有と経営ないし支配
の分離現象に基づく経営者支配が現実化しているのであ
る
このような所有と経営ないし支配の分離現象 すなわち
経営者支配は 株式会社の所有という点ではいびつな構造
であり今日的には企業統治 Corporate Governance問
題2*として株主主権主義を標榜するような議論も見られ
る しかしながら すでに本稿において見たように 拡
大傾向を示す企業組織を合理的かつ効率的に運営するため
には専門的経営者を必要とするのであり その点から見れ
ば 株式会社の究極の支配構造である所有と経営ないし支
配の分離現象は必然的に経営職能の専門化を求めるもので
あり 企業組織の大規模化に対応し得るものと言える 角
野 +330 第 3章参照 そして このような状況を生じせ
しめた根本的要因は すでに見た株主権の債権化傾向とそ
れにともなう株主の性格の変化 すなわち機能資本家とし
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ての株主から無機能資本家としての株主への変化であり
具体的には株式会社の経営に関する能力興味を有せず
ただ投資にともなう利得株式配当金等を目的とする投資
株主 更に株券の売買にともなう利ざやを目的とする短期
所有の投機株主の叢生に見いだせるのである そして こ
のような所有と経営ないし支配の分離現象 株式ないし株
主権の債権化傾向を受けて 株式会社の本質について株式
債権説2+や株式会社財団説2,が説かれているが これらは
結局 株主権における所有権的性格の消失 すなわち株

主

権

の

機

能

減

退

化

傾

向

tendency of diminishing of stock-
holders’ rights を反映したものであると言える
以上のように 所有権の債権化傾向 所有と経営ないし
支配の分離現象にともなう株主の無機能資本家への転換と
株式の債権化ないし株

主

権

の

機

能

減

退

化

傾

向

は 株式会社
の物的性格ないし非人格的性格を強めたと言える そし
て このことにより株式会社は 株式市場を通じて企業経
営に関心をもたない投資家投機家たる大衆の資金を合理
的に調達し得る手段となり得たのであった すでに見たよ
うに 企業組織の拡大傾向は 組織の面から見れば市場拡
大にともなう大量生産大量流通に応じる形で促進された
のであるが それはまた法人制度ないし会社制度の面から
見れば大量資金調達を可能にする株式会社制度に基づき促
進し得たと言えるのである 更に言えば 株式会社制度の
もとでは 他社の株式を所有することにより 具体的には
トラスト trust2-や TOB take over bit : 公開買付 等
によるM&A 吸収合併により企業規模を拡大 この場
合は市場取引の内部化としての垂直統合等の実現 するこ
とが可能となるのである2.が その場合でも所有と経営な
いし支配の分離現象のもとでは過半数の株式所有を必要と
せずとも実質的な支配ないし経営権の取得が可能となるの
である2/ このような点において 株式会社制度は 組織
が必然的に大規模化を志向し得ると同じく 大規模化に対
応し得る制度基盤を備えたものとなっていると言える こ
のことは 逆説的に述べれば 企業組織の大規模化を図る
には 株式会社制度に則らざるを得ないことを意味してい
ると言えるのである
 結語本稿の要約と現代企業の新展開
本稿では 現代企業の基本構造とその特質の一端を探る
ために その基盤となっている組織と法人制度のもつ機能
に着目して 経営学と法律学のみならず経済学 会計学
社会学等を可能な限り援用し検討を試みた 図 +にはその
概要をモデル化して示してある
現代企業は 組織と法人制度を有機的に活用した一つの
合理的なシステムとして存在している すなわち 組織の
面からは 分業過程における専門化と協業化の結合により
効率性を増した企業は 更に市場取引や労働を内部化し複
合的組織を形成し 大量生産 大量流通を実現するのであ
るが そのためには管理職能の発達が要求され 必然的に
専門的経営者を求める 一方 法人制度の面からは 多数
人間ないし財産関係の集合単一化を実現する法人制度は
更に資本の内部化を図りつつ株式会社としての機能を十分
に発揮し大量資金調達を実現するが その過程で促進され
た株式の債権化は経営者支配を必然的に認めることになっ
た これらの現代企業生成過程は 歴史的に見れば封建経
済体制から資本主義経済体制の展開過程すなわち近代化
産業化の過程において実現されてきたのであるが より具
体的には近代社会の基本原理である合理主義の精神 同じ
く契約原理そしてそれらを基礎にして現代企業に顕著に表
れている所有と経営の分離現象により形成されたと考える
図 + 組織と法人制度から見た現代企業の基本構造
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ことができる このように 現代企業は 複合的組織と株
式会社制度を有機的に結合させることにより 労働を含む
市場取引の内部化と資本の内部化を実現し 大量生産 大
量流通 大量資金調達を可能にし 規模と範囲の経済性
economy of scale and scope20を活用する 合理的かつ
効率的な経済主体として存在することができるのである
そして 本稿においては十分に述べることができなかった
が そのような合理性と効率性を客観的に維持するため
に 組織の面からは階層化する組織における原価計算の必
要から管理会計制度を発達させ21 また法人 会社 制度
の面からは資本と収益の区別を明確にし それを株主債
権者等へ報告する必要から財務会計制度を発達させたので
あった22 その意味では 組織 法人ともに資本主義精神
の重要な要素とされる計算能力を独自の観点から展開し
SOMBART +3+- 訳書 3章参照 会計制度を充実させる
とともに それを専門的経営者の管理職能実現のための具
体的手法の一つとし得たと言えるのである
このような組織と法人制度のもつ機能に関する理解に対
して それに基づく企業規模の拡大を批判する見解は少な
くはなく23 また経営者支配や所有と経営の分離に対する
批判も見られる3* 一方 組織を強固な一枚岩として考え
ることについて 情報科学の進展のもとネットワク化し
た組織の提案 今井金子 +322 参照 や緩やかな結合
による組織 organization as loosely coupled systemの
提案がなされている LINCOLN ed. +32/ Chap. .訳書 .
章 寺本ほか +33. 第 ,章参照 また 組織のもつ情報
伝達の限界に対応すべく 事業部の分社化等も行われてい
る このような批判や新しい提案は 組織と法人制度の利
用による経営の方向性に少なからず影響を与えると思われ
るが 組織と法人制度を基盤にして形成された現代企業が
資本主義原則に則り営利性を基本として運営される限りに
おいて 基本的に質的にも量的にも規模拡大志向を否定す
ることはできないように思われる3+
しかしながら現実には公害環境問題欠陥商品問題
消費者保護問題 企業不祥事問題 投資家保護問題等に顕
著に表れているように 企業規模の拡大にともなう企業行
動の社会への影響の拡大 企業と社会との関係の複雑化現
象が生じており 現代企業はこのような問題に対しても積
極的に取り組まなければならないその問題の本質は 市
場 をタゲットとして合理性と効率性を基調にして組織
と法人制度を利用し展開してきた現代企業に対して 新た
に 市場社会 という視点を持つことの重要性を求める
ものである それは 具体的には 経済的責任のみならず
社会的責任を果たすこと すなわち自由競争に基づく私的
な経済的利益の追求のみならず倫理や公共性の実現に基づ
く社会的利益の確保を果たすことが企業に求められている
という点において 現代企業の質的転換を意味するもので
あり 組織と法人制度を基礎にして展開してきた現代企業
は また それらの課題に対して組織と法人制度を軸にし
て対応していかなければならない そのためには 組織と
法人制度の視点をふまえた 企業倫理社会的責任の充
実開示 ディスクロジャ制度の充実報告責任 ア
カウンタビリティ の充実とそれらを公益性ないし公共性
の視点に則って監視すべき社会的なモニタリング制度の構
築が必要であり ひいては株主主権主義にのみ偏重しない
広範な社会的視点をふまえた企業統治システムの構築が望
まれる 以上の点についてはその概要を図 ,に示してある
が このような現代企業の新展開に関する問題の理論的か
つ詳細な検討については他日を期したい
最後に 本稿では主として経営学的手法と法律学的手法
図 , 現代企業の新展開
木原32
を融合させ 現代企業の基本構造を検討するという従来あ
まり見られない研究手法をとった 複雑化する現代企業を
分析検討し理解するためには より抽象的かつ微細な領
域の研究とともに本稿で行ったような学際的な視点に立脚
した研究も必要ではないかと思われる その意味で 本稿
は企業理論研究の方法論に関する一試論でもある
付記
本稿における問題意識と分析方法は角野信夫先生 神戸
学院大学教授 と藤川研策先生 愛媛大学教授 のこれま
でのご指導ご教示によるところが大きい 両先生の学恩に
改めて感謝申し上げたい
注 記
+ このように組織目的に重点をおき 組織を定義するのは
パソンズ PARSONS +30* +1 やエチオニ ETZIONI
+30. - 訳書 - である また バナドは 組織とは
意識的に調整された人間の活動や諸力の体系 とした上
で 彼の協働体系の理論を展開している BARNARD +3-2
1,1. 訳書 1/10
, 古典的な組織の定義によれば 組織 とは仕事の結合過程
であり まさに組織することであり 管理のための対象な
いし用具に過ぎず そこには組織目的の認識は見られない
大友 +303 ,**,*+参照 なお 組織認識の展開につき
詳しくは ETZIONI +30. -	 訳書 -章以下参照
- 組織認識を巡る問題については SIMON +3./ 加護野
+322 等を参照
. プラトンは 人間がともに力を合わせ国家を形成すること
の重要性とともにそれを形成するための能力が人間には本
性として備わっていることを示し 人間が生存し続けるた
めには いかに個
人が単独で優れた技術知を有していた
としても 国家社会をなすための知恵と技術 プラトンは
それを支えるものをつつしみといましめに求め
たが必要とされるとしたこのような国家社会をなすた
めの知恵と技術は 政治の技術 politike techne と呼ば
れ それは 政治的徳 politike arete により支えられて
おり かつ万人に平等に与えられたものであった PLATO
-33, B.C ?訳書 +3++3, 訳者解説斎藤 +31, +,++,-
参照 ここに 組織を利用することの重要性を見ることが
できる
/ 角野教授はここで 組織の問題ないし管理の問題を企業家
精神と関連づけながら 組織というものは 単にそれが存
在しているというだけでその効率性が発揮できるものでは
なく 組織内部の管理職能も含め組織と市場とのコディ
ネタ役としての企業者の機能ないし企業家精神があっ
てこそ 組織はその効率性を発揮し得るのである 角野
+330 -, と述べている なお この企業家のもつ企業家
精神について それをイノベション innovation ない
しイノベタ innovater として体系化したのは言うま
でもなくシュンペタ SCHUMPETER +3+, : +3,0 で
あった 更にカズナは シュンペタの理論を展開
させ 企業家のもつ企業家精神の発現を市場調整過程の中
に見いだし 企業家精神は市場調整過程における資源配分
の不完全なあるいは市場調整の欠如しているところに発揮
されると考え 市場と組織の調整者としての企業者の役割
を明らかにした KIRZNER +31- KIRZNER +331 なお
角野 +330 ---.参照更にチャンドラは市場調整の
不確実性という観点から アメリカにおける大企業生成プ
ロセスについて論じた CHANDLER, Jr +311
0 四宮教授は法人の機能について 第一に団体の法律関係に
おける権利義務の帰属点を明確にする 第二に団体の債務
等については団体の財産のみがこれを負い 団体構成員の
個人財産がこれを負担することはない 第三に 逆に団体
構成員の個人的債権者は団体財産から債権を確保すること
はできない という三つの側面をあげ 法人は 匿名ない
し他人性と責任制限をつくる技術である 四宮 +320 1-
と結論づけている
1 井上教授は法人の特色を整理した上で 井上 +3-+ +*
++ 物権関係 債権関係 遺贈の関係 訴訟関係について
ロマ法の中に法人の実質的概念が見られると述べ 井上
+3-+ +,+. 後述のように ロマ法における実質的な
法人制度の端緒としてロマの地方都市をあげている 井
上 +3-+ ,*,2この点に関しては原田 +3// 00林
前田編 +33+ .1 山口俊夫執筆 SAVIGNY +2.* 訳書
,+0等も参照
2 井上教授は 法人概念の発生ないし起源をロマ共和制末
期に於ける独立地方都市の発達に求めている 井上 +3-+
,.また SAVIGNY +2.*訳書 ,+1,-3にはロマ法の
もとでの法人の具体的な形態について ロマの地方自
治体 Gemeinde 任意団体 Willkuhrliche Vereini-
gungen 財団 Stiftungen 国庫 Fiscus があげ
られている なお かつてはロマにおける法人概念に対
してゲルマンにおける組合 Genossenschaft 概念が対峙
されたが ロマ法のもとでも組合概念が見られ 今日で
はこの考え方は否定されている 原田 +3// 0001
3 川島教授は 法人理論が混乱した理由を 伝統的なロ
マ法学の中において法人理論が形成されていなかったこ
と 法人の主たる担い手たる諸
の団体が 所有権や契
約のごとき近代法の基本的要素よりも時代的に遅れて発達
してきたこと 法人に関する問題が近代法の基本的諸要
素のそれぞれを含む複雑なものであること それぞれの
学説が法人の 本質 ということばのもとに理解した意味
が必ずしも一様でなかったこと の四点に求めているが
とりわけの理由が大きいとしている 川島 +30/ 21
22 なお 法人擬制説は主にサヴィニにより主張された
説であるが 彼の法思考の根本にはロマ法の影響があり
権利義務の主体は国家と私人たる個人しかなく その中間
体である団体に法人格を認めるには法人擬制説的な考え方
しか取り得なかったと考えられる 加えて 彼は法人は財
産上の取引における主体であると考えていたため より法
人擬制説的な考え方が強められた しかしながら 彼の法
人擬制説の背景には絶対主義的な国家権力の承認があり
従って それにともない法人の設立に際しては国家による
特許主義を主張するものであった 法人否認説は主に
イェリングにより主張されたもので 法人制度を取引社
会における一つの実質性をもった機能として捉え その技
術的性格を明確にするとともに 法人制度の根拠を国家か
ら離れた市民社会の中に求めた 法人の担い手は実質的に
そこに参加している個人であることを承認した点は評価で
きるが 法人のもつ団体的機能の効率性ないし団体そのも
のの利益の存することがうち消されており この点に批判
が寄せられている 林前田編 +33+ / 林 良平執筆
法人実在説は主にギルケによって主張された説である
サヴィニがいわゆるロマニステンであったのに対し彼は
ゲルマニステンであり 従って彼の法思考はむしろ団体的
な法的処理をとることについて肯定的であった そのため
法人実在説の基本的な考え方は 団体の内部関係から出発
し 団体の社会的実体であるその主体性を法人としてその
まま肯定するところにある よって 財産上の取引関係と
いう外部的関係から出発する法人擬制説や法人の実質性を
それを構成する個人に求める法人否認説とは根本的に異
なっている なお 以上につき詳しくは 川島 +30/ 21
31 四宮 +320 1/12 林前田編 +33+ ,2 林 良平
組織と法人制度 33
執筆 於母 +330 2,2/等を参照されたい
+* この点に関し 川島教授は法人研究の意義について 法の
世界で法人として現象するものの実質的な社会関係が何で
あるかを具体的に探求すべきである 川島 +30/ 30 と
述べ 更に法人理論の延長にある重要な問題として  法
人と信託の法技術的関連 の研究の必要性 会社制度を
中心とする 団体内部法の研究 単に団体の内部関係の社
会学的研究のみでなく 資本の経済学的研究及びその背後
にある政治構造の研究 の必要性を説き 川島 +30/ 30
31 法人理論に終始した思考から脱却し 法人を含む団体
を総括的に研究する方向の必要性を指摘している 川島
+30/ 31 また 四宮教授は 法人を成立させる契機を実
体的契機 価値的契機 技術的契機 法人格 の三つの契機
に求めた上で 法人にまつわる問題を処理するにあたって
は 従来の特定の法人学説にとらわれることなく 右にあ
げた三つの契機を念頭に置きながら妥当な解決を図るよう
にすべきだと考える 四宮 +320 1/10 と述べている
なお かかる点に関し林前田編 +33+ 01 林良平執
筆内田 +33. +11北川 +33. 0+遠藤ほか編集 +330
0001も参照
++ 最近の法人制度に対する基本的な考え方は 社会生活にお
ける取引上の要請 外部関係 として団体に対して自然人
と同様な財産法上の法的処理を要すること 団体に対して
自然人と同じように財産上の権利義務の主体となる地位を
与えること 更に団体内部の財産関係において 団体財産
と団体構成員の個人財産とを画し 団体構成員の個人債務
者から団体財産を保護するとともに 団体財産を団体の責
任財産として団体債権者への債権の引き当てにし得ること
を認めるための法技術であるとしている 内田+33.+1+
+1,北川 +33. 0*0+遠藤ほか編集 +330 0001参照
なお 現実に法人制度については 法人格の濫用あるいは
法人格の形骸化を要件として一般条項として 民法 +条 -
項の権利濫用規定に根拠を求める考え方もあるが 法人格
否認の法理が判例上適用されている 最判昭和 ..年 ,月
,1日 民集 ,-巻 ,号 /++頁 少なくとも このような法
理が適用され得るということは やはり法人制度は法技術
的制度であって むしろあまり賛同は得られていないが実
態としては法人擬制説や法人否認説が主張した考え方に近
いものがあるように思われる なお 法人否認説の評価に
ついては 川島 +30/ 3.3/参照
+, 商法は会社の本質を社団性 商法 /,条 +項営利性 商法
/,条 ,項 とともに法人性 商法 /.条 に求めている こ
のうち 法制度的に最も重要なのは法人性である かつて
会社制度の最高次の形態である株式会社における株式の本
質について議論がなされたときに 株式社員権説 社員権
否認論 株式債権論 株式会社財団論が俎上に載せられ検
討されたのであるが 前三者は株式会社を営利社団法人と
解し 株式会社財団論はこれを営利財団法人と解するが
ともに会社制度の本質として法人制度を否定するものでは
なかった この点にも会社制度における法人制度の重要性
が見られるのであるなお上記の諸学説については北沢
,**+ +-0+.*を参照されたい
+- 会社制度の起源及びその発展については 中世の当座組
合のうち ソキエタス societas とコンメンダ com-
menda に会社制度の起源を求め 両者が並立的に発展し
それぞれ合名会社と株式会社に発展したとする説 総有
を基礎とする家族共同体とコンメンダに会社制度の起源を
求め 商業の発達がコンメンダを産み それが家族共同体
と結び合名会社の原型であるソキエタスを生じ 商業の発
展とともに合資会社 株式会社へと発展したとする説 
個人企業から合名会社 合資会社 株式会社へと直線的に
発展したとする説等がある 鴻北沢編 +31. 1, 蓮井良
憲
+. 株式会社制度は 言うまでもなく資本調達の手段としてそ
の機能を高めてきたのである すなわち 株主有限責任制
度とともに出資資本を株式へ均一細分割化し 株式と債権
とを化体させ有価証券化することにより いわゆる株式会
社金融制度を通して資本市場ないし証券市場において大衆
の遊休資金を糾合し自己資本として取り入れることができ
たまた株式の有価証券化は株式会社の実体としての資
本金 自己資本のほかにいわゆる擬制資本を産みだしこ
れにより株式会社の実体としての資本金 自己資本 から
離れ 証券市場において独自に資本の流動化が促進される
のである そして このことにより株式会社は他の企業形
態に比べて格段の資本集中を可能とすることができたので
ある 以上につき 岡村 +3/2 ,.., 馬場 +312 .1/0
植竹 +32. 112* 角野 +330 -3.* 角野教授は こ
のような株式会社のもつ資金調達の組織的効率性を 資本
の内部化 という視点から論じた上で 角野 +330 .*
出資金融に関しては 株式会社制度のもとでは株式の証券
化により証券市場を通して資本調達がより低コストで可能
であり また証券市場での株価と額面額の差額である株式
プレミアムの発生により資本調達コストはより低廉化され
るのであり ここに資本調達面における株式会社の効率性
が見て取れるとしている 角野 +330 .+なお岡村 +3/2
,2-+ 馬場 +312 .1/0参照 また 借入金融に関して
は 株式会社制度のもと株式会社金融により大量の自己資
本を調達することが可能なため それを担保として銀行等
からの借り入れが容易であるばかりでなく 借り入れにと
もないレバレッジ効果によって自己資本利益率を高めて財
務構成を最適にし得る可能性もあり また 他人資本を細
分化した有価証券化して調達し得る手法である社債金融は
株式会社にのみ認められた制度であり これにより他の企
業形態にはない低廉で安定的な借入金融が可能となるので
あるとしている 角野 +330 .+ 更に自己金融に関して
は それを利益剰余金だけではなく減価償却資金 各種引
当金を含めて捉え それらは 不確実な将来の経済活動へ
の保険機構となりうる とし 自己金融の面においては出
資金融 借入金融のもつ機能と相俟ってその効率を発揮す
るのであるとする 角野 +330 ., 以上の指摘の中に
資本の内部化にともなう株式会社における資本調達の合理
性と効率性が端的に見いだされるのである
+/ すでにふれたが 組織は目的を共有する同質的な機能的集
団であって必然的に目的遂行 組織目的の実現のために
組織の拡大を図るのであり その組織の一形態である株式
会社が市場での集中度を高めたり あるいは独占化傾向を
示すのはまさに組織のもつ本性であると言ってよい 村
上公文 +31. +31,*+参照
+0 いわゆる独占を巡る問題については マルクス主義経済学
においては私的独占から更に国家独占資本主義 state
monopolistic capitalism への批判という形で議論の俎上
に載せられている また 近代経済学においては不完全競
争 imperfect competition や独占的競争 monopolistic
competition を巡る問題として議論の俎上に載せられて
いる なお シュンペタは独占について いわゆる 進
歩的独占 論を展開する それは 独占擁護論ではないが
しかし従前の感情的な独占批判論を批判し 独占体系自体
のもつ 均衡なき市場形態 が強力な革新 イノベショ
ン の土壌を形成するとする歴史的認識をふまえたもので
あった すなわち 革新による均衡破壊は必然的に従来の
競争環境ないし社会構造を解体し独占段階へと体制を変換
してゆくそして彼はそのような体制転換の結果起こる
大規模組織の形成ならびに資本蓄積過程は 彼自身の経済
発展理論の中核概念である革新をスタトさせる重要な環
境要因として機能すると考えるのであった 以上について
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野 +31, +,,+,-参照また産業組織論の分野において
も市場構造 market structure市場行動 market con-
duct 市場成果 market performance の三つの側面か
ら市場の実態を分析し 独占に対して厳格な評価を行おう
とする手法 SCPパラダイム をとるハバド学派の産
業組織論と このような手法を批判する産業組織論の対立
がある ハバド学派の産業組織論については BAIN
+302と CAVES +301を参照 SCPパラダイムを批判す
る産業組織論の立場を代表するのはシカゴ学派の産業組織
論であり レガン政権下での公益事業分野を中心とした
規制緩和の理論的支柱としてその存在を顕著なものとし
た シカゴ学派の基本的な考え方は自由企業体制下での市
場機構の効率性に信頼を寄せるものである このような考
え方は 一人シカゴ学派のみではなくハイエク HAYEK,
Freidrich を代表とするオストリア学派にも見られる考
え方である シカゴ学派の手法は価格理論に基づき市場行
動要因の実証分析を行い 実証研究のもとで結論を出すと
いうものであり その結果は独占や寡占に対して厳格で
あったハバド学派の産業組織論の考え方に対立するも
のである 以上につき詳しくは 新庄 +33* -.0+ 小林
+33* 0/23 井手 +33. +/,0 小林 +33. ,1.* な
お シカゴ学派の独占禁止政策の法律学上の評価について
は村上 +321 に詳しい そしてこのような分析法は 更
に法や制度を価格理論 効率性の視点で分析する 法と経
済学 Law and Economics ないし 法の経済分析 Eco-
nomic Analysis of Law と呼ばれる新たな研究分野を生
み出したのであった
+1 ここでは生産手法ないし生産様式を基準にして述べている
が 経済発展については別にドイツ歴史学派においても経
済発展段階説 Wirtscaftusstufentheorieがとなえられて
いたその主要なものは以下の通りであるリストList,
Friedrich : 狩猟牧畜農耕農工農工商 ヒルブ
ラントHildebrand, Bruno : 自然経済貨幣経済信用
経済 シュモラ Schmoller, Gustav von : 村落経済
都市経済領邦経済国民経済 ビュッヒャ
Bucher, Karl : 封鎖的家内経済都市経済国民経済
なお これらの経済発展区分は 基本的に経済発展の表層
だけを捉えたに過ぎず 生産様式の構造分析に基づいて理
論化されたものではないとする批判がある 川久保公夫
経済発展段階説 大阪市立大学経済研究所編 +33, -,3
--* 参照
+2 このような視点から分析する理由は 後述のように近代化
や産業化とともに組織化ないし組織形成が進展するのであ
るが それは単に企業組織だけに止まるのではなく 学校
や病院 福祉施設等 本来家族内の機能として備わってい
たものがより専門性を必要とするために機能分化し 組織
化されていくという一般的事実を説明するためである
+3 もっとも 社会構造の変動を進化論的な視点で捉えること
は啓蒙思想家であったコンドルセ CONDORCETサンシ
モン Saint-SIMON そしてその弟子コント COMTE, A.
らにすでに見られたのであるが スペンサはそれを社会
進化論として深化させ体系化するとともに 社会進化論的
思考を基礎にして社会学を独立した学問として体系化した
点において評価されるのである なお スペンサ社会学
の新たな視点からの評価を論じるものとして 挟本 ,***
が参考になる
,* スペンサにおけるこのような進化論と個人主義的自由主
義の結合は +2/*年の彼の主著の一つである 	社会静学

においてすでに見られる 阿閉内藤編 +3/1 /1
,+ 彼はその内容を 物質の統合 integration とそれにとも
なう運動の分散 dispersion と定義している そして
進化の法則の体系的分析を試み 進化の方向性を統合
化 分化 確定化の三つを基準にして考察している
すなわち 統合化とは 進化が 非凝集的から凝集的へ と
向かうことを定式化したものであり 分化は 統合化とと
もに進化が 同質性から異質性へと向かうことを定式化
したものであるとし 確定化とは 統合化 分化とともに
内部構造と外部構造との関係や 内部構造内の構成要素の
関係が秩序づけられ明確化することであり進化が 不確
定的から確定的へ と向かうことを定式化したものである
としている そして 彼のこのような進化の法則を社会有
機体に適用すれば 統合化のプロセスからは部族の成
長拡大現象が 分化のプロセスからは統治者非統治
者の分化宗教と政治の分離職業の分化現象が確定化
のプロセスからは定住社会の成立 社会関係の確定化現象
がそれぞれ導かれるとされる 以上につき友枝 +32+ a
+,0参照 なお 彼の 進化 evolution には英語の
developmentと growthが対応しており その意味合いに
ついては挟本 ,*** +2.+2/を参照されたい
,, スペンサはコントの帰結と同じく 軍事型社会から産業
型社会へ という命題を残したが ここには彼の自由主義
思想に基づく個人ないし個性の社会的権威からの解放が意
図されており 産業社会こそは人間の個性が尊重される社
会であるとしたのであった 清水 +32* .+ 挟本 ,***
+3*参照
,- テンニエスの原著第 ,版序文にもかかる点に関する著者の
見解が付されている 訳書上巻 ,+,,参照
,. この点は我妻 +3/- において更に展開されるところであ
るが 後述する
,/ この点は有名なメインの 身分から契約へという標語に
ヒントを得ているとされる 阿閉内藤編 +3/1 ,.+ 友
枝 +32+b +/0等を参照
,0 もっともテンニエスの考え方の中には このような社会構
造変動を推進するものが何であるのか その原因について
の分析がなされていないという批判がある 友枝 +32+b
+/1参照
,1 デュルケムの基本的な思考スタンスはスペンサ等と同じ
く進化論的思考の上に立っており それを基礎として 	社
会分業論
 において社会の発展段階を論じたのであるが
尾高 +32* +1+2 スペンサ理論については 独自の
否定的見解を述べている DURKHEIM +23- 訳書上巻 -+0
以下 彼の社会構造変動論の概要については 友枝 +32+
b +/1+/3が参考になる
,2 デュルケムはこの部分において 分業に関する研究がスミ
ス以来ほとんど進んでいないと指摘するとともに 経済学
的視点を超え 社会学的な視点からの分業論へのアプロ
チの必要性を述べている DURKHEIM +23-訳書上巻 3+参
照 ここに 彼の社会分業論の思考の広がりを見ることが
できるのである
,3 ジンメルは これまで述べたデュルケムらの考え方と基本
的に異なり 社会的に制約された歴史的進化を否定してい
るそれは彼が個人とりわけ個人の生存ということを問
題の中心にしていたため 社会の変化を個人と個人の関係
個人と集団の関係 集団と集団の関係の変化と捉えていた
からである 尾高 +32* .-.. 居安 ,*** +3,,
-* ヴェバは偉大な社会科学者でありその研究の範囲は広
くかつ体系的であるので ここでその全貌を取り上げるこ
とはできない 従って ここでは機能分化と組織形成に焦
点を絞り 彼の研究の一断面を紹介するにとどめる なお
彼の研究書は多く出ているが 本項での内容に関わるもの
としては 青山 +333 友枝 +32*b +/3+0+ 彼につい
て直接論じているわけではないが三戸 +33+ 等が参考に
なる
-+ ヴェバの認識する資本主義とは ある人間の集団の需
要不足が 企業を通じて営利経済的に行われること
WEVER +3,. 訳書下巻 ++3 と定義される そして 資
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本主義的経営は 家の営利経済から生まれ これから分離
するに至った ものであり 家の内部的分化の共同経済的
様式 たるオイコスと発展の対局をなすものであった
WEVER +3,. 訳書下巻 +/+ 彼によれば 近代資本主義
の特色は合理的資本計算によるものであり 彼は計算可能
性 Berechenbarkeit を強調したのであった
-, ヴェバは社会を合法的支配 伝統的支配 カリスマ的
支配に類型化し 合法的支配は官僚制的支配に結びつく近
代社会の理念型であるとし 伝統的支配は家父長制的支配
に結びつく前近代的社会の理念型であるとした カリスマ
的支配は歴史の合理化を推進する伝統主義を打破するもの
として捉えられていた 詳しくは WEVER +3,, 世良訳
+30* -,/3参照
-- かかる点に関し ヴェバは しからば結局において資
本主義を生み出したものは何であるか それは合理的なる
持続的企業合理的簿記合理的技術合理的法律なので
あるが しかしそれにつきるわけではない 以上に附加し
てこれを補完すべきものがある すなわち合理的精神 ra-
tionale Gesinnung生活態度の合理化合理的なる経済
倫理 rationales WirtsschaftsethosがこれであるWEVER
+3,. 訳書下巻 ,-1 と述べ 家族機能の分化の結果生じ
た組織合理的なる持続企業のほかに資本主義化のための
いくつかの条件を掲げているが その根本には合理化ない
し合理主義がある もっとも彼はこの合理化ないし合理主
義を目的合理性と価値合理性に分けて考えており 目的合
理性についてはこれを積極的に受け入れたのではなく む
しろそれに危機感を抱いていたのであった尾高+313--
-0参照なお彼の合理化ないし合理主義に対する一般的
認識に対する積極的批判として 矢野 ,*** があるが こ
こでは文献考証等を基礎に各時代のヴェバ 合理化
理論を整理し 従来の解釈を批判するとともに独自の 方
法論的合理主義 論を説いている
-. ヴェバは資本主義的精神の発展に関して 反呪術性の
精神や 禁欲の意義等にふれ経済倫理の意義を説いてい
る WEVER +3,. 訳書下巻 ,-.以下 が かかる点に関し
てはすでにWEVER +3*/ において理論展開がなされてい
る
-/ 高田教授は周知のように大学においては 経済学 教授で
あり わが国における一般均衡理論を中心とする近代経済
学の先駆的研究者の一人であるが 経済学のみならず社会
学研究についても多くの業績を残し それを基礎にした勢
力説的経済学を展開した 富永 +31+ 参照 また 彼の
社会学は経営学にも影響を残し 経営組織論や経営社会学
の展開にも大きな影響を与えている この点につき 例え
ば渡瀬 +31*序文では経営社会学を構成する第一の学説
として高田教授の社会学をあげている
-0 パソンズは彼独自の構造	機能分析に基づき社会システ
ム論を構築したのであるが 同時に社会進化論的な社会構
造変動論を展開している PARSONS +300 参照
-1 適応的上昇とはA機能に関するもので 生産力の上昇が
該当する 分化とは G機能に関連しているもので 分業
の展開にともない社会の諸機能が発展することを意味して
いる 包摂とは I機能に関連しているもので それまで
排除されていた集団や組織を社会内に取り込むことである
とされる 価値パタンの一般化とは L機能に関連して
いるもので 社会システムを制御する規範及び価値の一般
化を意味しており 近代における自然法から実定法への転
換がこれにあたるとされる 以上につき友枝 +32+b +..
+./を参照
-2 進化的普遍態については 友枝 +32+b +./+.0を参照
-3 複雑性の縮減 Reduktion von Komplexitat はルマン
理論を理解する上で重要な概念であるとされるが 訳語上
もこれを複雑性とするか複合性とするかで議論がある な
お この概念はもともと情報理論上の概念であるが 彼は
これをシステムのもっとも基礎的なオペレションを把握
するための前提となる概念として捉えている 以上につき
村中 +330 +3参照
.* 本項では富永 +330を中心に引用するが同旨の内容を含
むものとして 富永 +320 第 -章 第 .章 富永 +322
第 ,章 富永 +33/ 第 ,章第 -節等も参照されたい
.+ スミスには 
諸国民の富 のほかに 
道徳情操論 SMITH
+1/3 があり そこでは人間の本性である仁愛 benevo-
lence ないし利他主義 altruism 正義 justice 慎慮
prudenceの重要性が説かれているがそれらは本来相容
れない矛盾する概念であるけれども しかし人間のもう一
つの本性である同感 sympathyにより統一されると説い
た この同感の概念は 彼によれば経済原理を支えるもの
であり資本主義社会を貫徹するものであるそして彼は
この概念を基礎にして 自由放任 それは慎慮をともなっ
た利己心の発揮 や小さな政府 近代社会は政治権力に支
えられた秩序づくりの必要がなくなった の必要性を論じ
るのであった そのように見ると 彼の経済学は一つの総
合的な社会科学 social sciencesとして認識することがで
きる なお 以上に関連して 高島 +30. 水田 +302
水田 +331 参照
., 分業過程における専門化の重要性については制度学派の
経済学の流れを汲む 組織の経済学 においても論じられ
ている DOUMA and SCHREUDER +33+ /1訳書 1++
MILGROM and ROBERTS +33, 訳書 ,1,2参照
.- スミスは分業を引き起こすものを交換力 power of ex-
changing に求め この交換の場を市場と捉えている
従って ここでの市場の広さとは 市場の地理的な広さで
はなく 各産業の拡大ないし交易の拡大にともなう交換の
広がりを意味している
.. かかる点に関しマルクスは 管理の重要性を指摘する
MARX +201 訳書 /1//10 とともに 管理機能が資本家
の手に由来していると指摘している MARX +201 訳書
/10
./ 言うまでもなく 資本主義企業における組織の問題は ア
メリカにおいてASMEを中心とした工場管理問題への対
応を端緒として 初期の管理組織論として展開を見たので
あった 角野 +330 +*2++-参照
.0 組織的調整については後述するが ここではさしあたり角
野 +330 -,以下を参照
.1 本項で言う新制度学派 new institution school とはコ
ス COASE, R.H. ノス NORTH, D.C. ウイリアムソン
WILLIAMSON, O.E. ポズナ POSNER, R.A. 等による
制度市場組織に関する一連の研究をさすこれに対して
制度学派 institution school の開祖ベブレン VEBLEN,
T. の流れを汲む neo-institutionalistが新制度学派と混同
されるが これはエアズ AYRES, C.E. ガルブレイス
GALBRAITH, J.K. 等を代表とするもので 主として +3./
年以降のアメリカ制度主義者を意味する そして 制度学
派と neo-institutionalistはつながりがあるが 制度学派と
新制度学派には直接のつながりがない 以上につき 小松
+333 -1以下 経済学史学会編 ,*** ,+*,++の 新制
度学派 磯谷明徳執筆 同 ,-*,-,の 制度学派 高哲
男執筆 参照
.2 スミスの考え方は 高度な数理的説明を行っているわけで
はないが その後ワルラスにより確立される一般均衡論に
つながるものである 根岸編 +33/ ./.0参照
.3 チャンドラの研究 CHANDLER, Jr +311 は このよう
な大量生産と大量流通という経済上の変化を起点として分
析を試みているのである
/* アメリカにおける大量生産と大量流通の歴史については
CHANDLER, Jr +311 Chap. 1, Chap. 2訳書第 1章 第 2章
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のほか COCHRAN +311 Part ,, Part -訳書第 ,部 第 -
部が参考になる また 経済史家の手によるものとしては
FAULKNER +30* Part .訳書下巻第 .部等を参照 いわゆ
るアメリカンシステムからフォドシステムに至る大量生
産の歴史研究として HOUNSHELL +32. 参照
/+ プラグマティズムは進化論に影響を受けた哲学であって
現実の生活の中での具体的な行為の中における精神活動の
果たす役割を重視し 人間行動の環境に対する適応や変革
を積極的に評価する思想であって それはまた開拓精神に
導かれて形成された新世界アメリカに合致した思想であっ
た 廣松ほか編集 +332 +-3.+-3/参照
/, 権教授はこのような実践的課題とともに アメリカ経済に
おける独占化の進行にともなう資本競争を アメリカにお
ける経営管理の生成発展の要因としている 権 +32.第
-章
/- テイラの科学的管理論については体系的研究が多いが
ここでは中村 +310 第 .章 権 +32. 第 .章 植藤
+33/ 第 +*章を参照
/. ファヨルの経営理論についてはここでは詳述しない 彼
の経営理論のコンパクトな紹介として北野 +311第 +章
第 -節参照
// 古典的管理論ないし伝統的管理論とは テイラを嚆矢と
する科学的管理法とファヨルを嚆矢とする管理過程論の
立場を包括するものとする 神戸大学大学院経営学研究室
編 +333 02/参照
/0 この点に関してはウイリアムソンの取引費用の経済学や組
織の経済学を基礎にして多くの研究がある 本項では 角
野 +330 第 +章 第 ,章 角野 +332 第 -章第 .節を基
礎にしている なお このような内部化の問題は産業組織
industrial organization の問題として論じる必要があ
り この点についてはWILLIAMSON +31/ Chap. /, 0, 1訳
書第 /章第 0章第 1章においても論じられているが今
井ほか +32, 第 1章等も参照 また歴史的実証としては
CHANDLER, Jr. +311 Chap. 3. +*, ++訳書第 3章第 +*章
第 ++章参照
/1 古典的組織論とは先に述べた伝統的管理論とヴェバの
官僚制組織論を包括したものである 神戸大学大学院経営
学教室編 +333 -,-参照
/2 近代組織論の定義については神戸大学大学院経営学教室編
+333 ,*/,*0参照
/3 ロマ法の概要を示す文献として平野+3,0原田+3//
船田 +302 第 .章 第 0章 柴田 +310 ,-1.等を参照
0* collegiumuとは埋葬社団のことである
0+ この点に関しては 村上 +32* +.0+0*におけるギルケ
に関する叙述部分を参照 また 住谷 +32/ 第 .章には歴
史資料を基にした分析がなされている
0, 法人理論については 川島 +30/ 2131 四宮 +320 10
11を参照 なお 法人擬制説にき福地 +332 /-以下 法
人実在説につき福地 +332 ,+/以下 法人否認説につき福
地 +332 ++/以下を参照
0- 法人制度を理念的な対立の構図の中で論じることは言わば
無意味な法哲学的論争に過ぎないのであるが RADBRUCH
+3/, 訳書 +*.+*/参照 社会に事実として存在してい
る法人のもつ現実的意義を存在母胎である社会関係の中で
捉えることは言うまでもなく重要な意義をもつ 福地
+332 ,+-,+.参照 かかる点に関して 更に加えれば
いわゆる法人格否認の法理の構築等は まさに社会関係に
対するリアリスティックな接近の成果であるように思われ
るのである
0. 民法第 --条は 法人ハ本法其他ノ法律ノ規定ニ依るに非サ
レハ成立スルコトヲ得ス と定めている
0/ 主たる学説を示せば次のようになる 星野教授は法人の
機能について その名において契約を締結し その名に
おいて権利を取得し 義務を負い その権利義務のため
にその名において訴訟当事者になり 団体に提供された
財産が構成員の個人財産から区別され 構成員個人に対す
る債権者の責任財産ではなくなって 法人自体の債権者に
対する排他的責任財産をつくり出す法技術である 星野
+301 .-とする 四宮教授は法人の機能について 
権利の帰属点が団体にあることを明確にし また 義務
の帰属点と責任の主体が団体にあることを明確にし 取
引及び訴訟において 自己の名において登場することがで
きるための法技術である 四宮 +320 1-1. とする 
幾代教授は 実定法上の制度としての法人とは 私法上の
権利義務や財産の独立の帰属主体をつくり 個人財産とは
分離されたところの 団体等それ自体の独立の責任財産を
つくるための法技術である 幾代 +303 3, とする 以
上に見られるように 法人制度を一つの法技術として認識
するとともに 法人それ自体を権利義務の主体として見な
すところに法人制度のもつ機能を求めている
00 イギリスでは法人 corporation と会社 company は明
確に分けられているが アメリカではもともとイギリスに
見られるような分類がなされていたとされるが 今日では
法人も会社も corporationと標記されるようになってい
る 従って イギリスでは伝統的に Company Actとして
会社法が制定されているのに対して アメリカでは法制度
上も General Corporation Lawという形で法人に関する
実定法が制定されており そのなかに事業会社 business
corporation として会社規定が盛り込まれている
01 パトナシップはわが国の合名会社に リミテッド
パトナシップは合資会社に相当するが 法人格が認め
られていない パトナシップの歴史は会社よりも古く
コメンダ commenda にその起源を有す GOWER +33,
,* +1,*年の泡沫法 Bubble Act以降は会社設立が制限
されたために 法人格のない会社 unincorporated com-
pany とともに企業経営に用いられたが 規模に限界が
あったために会社にかなうものではなかった GOWER
+33, ,3-*参照
02 例えばイギリスでは +2..年の Joint Stock Companies
Actにより法人格の取得が認められたが 有限責任制度は
+2//年の The Limited Liability Actの成立まで待たねば
ならなかったが そこには商人達の運動があった GOWER
+33, -3.1参照
03 資本の充実維持に関しては 発行済み株式の発行価額の
総額を資本とし 商法 ,2.条ノ ,第 +項 それを登記によ
り公示する 商法 +22条 ,項 0号 その上で 利益配当
中間配当法定準備金にかかる規定 商法 ,22条,3-条
,3-条ノ / 等を設けている 公示主義に関しては 商法
+00条 +項 3号.項 +22条 ,..条 -項.項 ,0-条
,2,条 ,2-条 -項 ,3-条ノ 0等を参照
1* わが国にはいわゆる商法上の会社のほかに相互会社がある
が これは保険業を行うことを目的として設立された保険
契約者をその社員とする社団であり 保険業法 ,条 /項
生命保険会社においてのみ採用されている企業形態のひと
つであり その実体は生命保険加入者による相互扶助を目
的とした協同組合的なものとなっているしかし近時相
互会社における資金調達の不便さから株式会社への転換が
構想に入れられており 相互会社から株式会社への組織変
更手続きについては 保険業法 2/条30条参照 一部の
生命保険会社では株式会社への転換がなされつつある な
お 相互会社について詳しくは 大塚監修 +331 を参照
1+ わが国では .形態の商法上の会社を認めているが ドイツ
では無限責任社員と株主からなる株式合資会社Komman-
ditgesellschaft auf Aktien が認められている しかし
その数は多くないようである わが国においてもかつて株
式合資会社があったが 昭和 ,/年改正商法で廃止されてい
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1, 平成 +*年度の税務統計に基づけば 法人総数 ,,/*2,2/,の
うち株式会社は +,*1/,22+社で .,.3を占めているが 資本
金規模で見れば資本金 +億円以上の法人数 -0,23/のうち株
式会社は -.,3-2社で 3..1を占め 資本金 +**億円以上の
法人数 +,,+3のうち株式会社は +,+31社で 32.,を占めてい
る 国税庁企画課編 ,*** +0+参照 このように 企業数
と資本量において株式会社は圧倒的に支配的な企業形態と
なっている また わが国の証券取引所への上場基準は株
式会社以外の上場を認めておらず 結果として大企業はそ
のほとんどが株式会社である
1- 資本の所有権的把握とその展開 すなわち債権化傾向につ
いては 川島 +321 第 /章の叙述が非常に参考になる 但
し ここでは民法学上の検討が中心であり 商法学ないし
会社法学から見た株式会社制度の展開については踏み込ん
だ展開は見られない
1. 株式会社制度の展開要因として資本の証券化や証券取引制
度の充実を積極的に評価するものとして 岡村 +3/2 ,.
/* 馬場 +312 .1/0を参照
1/ 株式会社の資金調達手段は 間接金融としての銀行等から
の借り入れ 直接金融としての新株発行 社債の発行があ
る このうち 銀行からの借り入れは 担保を要し 貸借対
照表上は負債として取り扱われるため財務構造を圧迫する
とともに 指定期日までに元本ならびに利息の返済を行わ
ねばならず 企業経営を行う上では必ずしも得策とは言え
ない社債の発行 商法 ,30条以下参照も貸借対照表上は
負債として取り扱われるが 社債の場合には発行制限があ
り 資本及び準備金の総額を超えて募集できず 商法 ,31
条 +項 また最終の貸借対照表により会社に現存する純資
産額が資本及び準備金の総額に満たないときは その資産
額を超えて募集できない 商法 ,31条 ,項 但し 商法上
の社債発行規制は無担保社債に関するものであり 担保付
社債に関しては担保付社債信託法において規制がなされて
いる 社債も結局は負債であるために 指定期日までに元
本と利息を返還しなければならない もっとも 転換社債
や新株引受権付社債のように 一定の条件の下 株式に転
換ないし株式の引受が可能な社債もある 一方 新株発行
による資金調達により得られた資金は 貸借対照表上は資
本として計上され いわゆる自己資本として認識される
この場合 商法は全額を資本金とするのを原則とするが
発行金額の ,分の +を超えない金額を資本に組み入れない
ことができる 商法 ,2.条ノ ,第 +項 ,項 この金額は
払込剰余金と呼ばれ 資本準備金として積み立てられ 商
法 ,22条ノ ,第 +項 +号 資本に欠損が生じた場合の補填
のための原資となる 商法 ,23条 +項ので資本の充実維
持が合理的に図られる また 新株発行によって得られた
資金は返済の必要がなく 会社に配当しうべき利益がある
場合にのみ株主に持ち株に応じた利益配当を行わなければ
ならない 商法 ,3*条 よって 借入金や社債に比べて安
定的かつ低コストで資金調達が可能となる
10 かかる点に関し川島教授は 所有権の債権化現象を株式に
求めるとともに 川島 +321 -+- 所有権の自由を前提と
して 商業信用と銀行信用のもとでの資本集中あるいは企
業集中たる独占的支配に 所有権の債権化現象の究極を求
めている 川島 +321 -++-+- かかる指摘は 後述する
所有と経営に基づく企業規模の拡大現象と表裏をなしてい
る
11 現行商法のもとでは 取締役は株主でなくともよく 定款
においても取締役が株主であるという規定を設けることは
禁止されている 商法 ,/.条 ,項もっとも昭和 +-年改
正前商法においては取締役は資格株を監査役に供託する旨
の定めがあり 昭和 +-年改正前商法 +,*条 /号 +02条
昭和 +-年改正商法は定款で資格株を定めることを認めて
いた 昭和 ,/年改正前商法 ,/3条が昭和 ,/年商法改正
で現行法のように変更された しかしながら わが国の慣
例として 取締役に就任するに際しては自社株を保有する
場合が多い これは日本独自の一種の愛社精神の表現と考
えられている 以上につき竹内著弥永補訂 ,**+ /*-参
照
12 バリとミンズの著書は初版が +3-,年に発行されてい
るがその後 +302年にミンズによる +30/年までの統計
付録が付された再版が出版されている ここでは 更に再
版をもとに復刻された判 BERLE, Adolf A. and GARDINER
C. MEANS, The Modern Corporation & Private Property
(With new introduction by MURRAY Weidenbaum and
MARK Jensen), Transaction Publishaers, +33+ を使用
13 /つの支配形態とは ほとんど完全な所有権による支配
過半数持株支配 過半数所有権がなくて 法律的手段
方法による支配 少数株主支配 経営者支配である
2* 企業統治は商法学と経営学 また会計学の立場から検討が
なされている重要な研究テマであるが その一般的意義
は 所有と経営の分離現象のもと 経営者支配となった大
規模株式会社について 経営者を監視する必要性と本来の
株式会社の所有者たる株主の権限の充実を図るところにあ
る
2+ 株式債権説は松田博士によって主張された説であり 株式
を利益配当請求権たる社団法上の債権と理解し 議決権等
の共益権は株式と解体された一身専属的人格権と解するも
のである 松田 +3/, 02以下 松田 +302 10以下 か
かる考え方は 株式の債権化傾向と所有と経営の分離現象
に基づく無機能資本家の叢生という現実をふまえた法理論
であると評価できる
2, 株式会社財団説は八木教授によって主張された説であり
松田博士によって主張された株式債権説をとる場合 もは
や債権化した株式を対象とするのであれば 株式会社を社
団的に構成する必要はなく むしろ営利財団として構成す
べきとするものである 八木 +30- +以下かかる考え方
も 基本的には株式の債権化と所有と経営の分離現象に基
づく無機能資本家の叢生という現実をふまえた法理論であ
ると評価できる
2- 自由放任の国アメリカでは +3世紀末 トラスト方式によ
る企業合同が加速された これは トラスト協定 trust
agreement を結んだ株主が その株式の支配部分を受託
理事会 board of trusteesに預託しその代わりにトラス
ト証券 trust certificate を受け取るという組織形態であ
り諸利害関係者の実際の合同であるしかしトラスト方
式による企業合同は反トラスト法 Anti-trust Law によ
り制限されるようになったが これに対して +3世紀末から
,*世紀初頭には持株会社 holding company による企業
合同が促進された FAULKNER +30* Chap. ,+訳書下巻
第 ,+章 角野 +330 ,+/,+1参照
2. かかる点に関しては 株式会社が法人として他の株式会社
の株式を所有することになり いわゆる法人株主を巡る問
題を惹起する わが国では 周知のように 0大企業集団を
中心とする株式持ち合い構造のもと 法人資本主義 奥村
+31/ 奥村 +33+ 奥村 +33- 等を参照 ないし脱資
本主義 西山 +31/ 西山 +32* 西山 +32- 等を参照
なる表現がなされ 協調主義型の日本的経営の象徴と見な
されるとともに 株式会社における資本の空洞化要因とし
て非難されている しかしながら いわゆる時価会計の導
入と近時の株式市場における株価の低迷を受けて 今日で
は株式持ち合い構造は減少しつつある
2/ 企業組織の拡大に際しては 合併等によって自己の組織に
組み入れる場合と 株式支配を通じて企業グルプないし
系列といった形で 表面上は個別企業としての独立性を認
めつつも 実際上は同一組織と同じように取り扱っている
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場合がある
20 チャンドラは 近代企業の成長にかかる特質として 規
模の経済と範囲の経済への対応と そしてそれを支える組
織能力 organizational capabilities の重要性を説いてい
る すなわち 規模の経済と範囲の経済が十分に利用され
た場合においてその組織能力のもと水平統合 horizontal
integration や垂直統合 vertical integration による効
率性を引き出すことが可能であり 結果として企業を拡大
させ 更に新たな市場や事業へ進出するのである 以上に
つき CHANDLER, Jr. +33* Chap. ,訳書 ,章参照 なお
規模の経済性の産業組織論上の意味合いについては越後編
+303 序章 越後和典 参照
21 言うまでもなく 組織の管理を考える上では 各製造工程
間における生産の流れと価値の流れを把握することは重要
である このような点から原価計算が発展し 更に管理会
計へと展開するのである このような点に関して 角野
+330 +/-+/0会計史からの研究として伊藤 +33- ,章
/章を参照
22 かかる点に関して 株式会社制度と会計の発展について
LITTLETON +3-- Chap. +-訳書 +-章 期間損益計算の形
成過程については茂木 +303 第 0章を参照 また このよ
うな企業会計制度の基礎となる複式簿記の発展史について
は LITTLETON +3-- Chap. +-chap. +*訳書 +章+*章 そ
の基本構造については茂木 +30- を参照
23 かかる批判としては 例えば SCHUMACHER +31- また
組織のもつ合理性の限界についてはSIMON+3./ARROW
+31. 等にふれられている また GINZBERY and VOITA
+32/訳書第 -章には 企業規模と経済効率に関する学
説整理がなされている
3* かかる問題は いわゆる企業統治問題として 経営学や商
法学 更に会計学等においても論じられており 主として
株主主権の復権と経営者の監視システムの構築といった立
場から論じられているしかし経営者支配を排除し株主
主権を前面に押し出した企業統治を推進することにより
すべての場合において企業経営を健全にするという命題に
は同調しかねる 私見では 経営者 取締役 株主 従業
員 労働組合 債権者 政府等 企業統治に関わると思わ
れる利害関係者間の均衡を考慮したバランスが重要であろ
うと思われる例えば株主主権主義を中心にする場合当
然 株主利益を極大化する方向に企業のインセンティブは
シフトしその結果として内部留保 資本の内部化が押さ
えられ 長期的には企業成長を危うくすること等も考えら
れる
3+ かかる点に関しては 利潤極大化行動仮説 フルコスト原
理売上高極大化行動仮説成長率極大化行動仮説支出選
好原理等において明らかなように 基本的に利益を前提と
した企業行動仮説が主流を占めていることを手がかりとす
ることができる また 企業行動に関わるいわゆる企業倫
理 business ethics論においても例えば中村瑞穂教授の
説かれるMP Most Promising モデルにおいては 倫理
moral志気 morale生産性 productiveness業
績 performanceの循環過程において考察されており企
業倫理に関してもやはり企業が営利企業体でありかつ事業
継続性を有するために その業績ないし利益が前提とされ
るのである なお 中村 +332 +03以下参照
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Organization and Corporation System : Basic Struc-
ture and Signiﬁcance of Modern Business Enterprise
By
Koji KIHARA*
(Received September ++, ,**-/Accepted March +2, ,**.)
Summary : In this study, the author has shown the basic structure and signiﬁcance of a modern
business enterprise by a theoretical approach to the organization and the corporation system which
are its fundamental elements. This is not the generally accepted method to study the organization and
the corporation system in the same frame of reference, like interdeciplinary methods. However, the
author has been able to show some particularly signiﬁcant aspects of a modern business enterprise. A
modern business enterprise has had rationality and e$ciency as its nature and has been raising the
scale and scope of business by making use of the organization and the corporation system. On the
other hand, however, we have to seek the new signiﬁcance of the modern business enterprise based on
the social response as part of the nature of the organization and the corporation system, because
modern business enterprise has been causing some social problems with the enlarging of its scale and
scope.
Key Words : Organization, Corporation, Complex Organization, Stock Corporation
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